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防衛省市ヶ谷地区施設管理業務（運転・監視及び日常点検等業務（その２）） 

における民間競争入札実施要項（案） 

 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号。以下「法」という。）

に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスによる利益を享受する国民

の立場に立って、公共サービスの全般について不断の見直しを行い、その実施について、透明かつ公

正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を適切に反映させることにより、国民のため、より良質かつ

低廉な公共サービスを実現することを目指すものである。 

上記を踏まえ、防衛省は、公共サービス改革基本方針（平成２２年７月６日閣議決定）別表におい

て民間競争入札の対象として選定された「防衛省市ヶ谷地区施設管理業務」（事業全体構成図は別紙

第１のとおり）における事業のうち「運転・監視及び日常点検等業務（その２）」について、公共サー

ビス改革基本方針に従って、本実施要項を定めるものとする。 

 

１．対象公共サービスの詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき対象公共サービスの質に関

する事項（法第１４条第２項第１号） 

 

１．１ 対象公共サービスの詳細な内容 

（１）対象施設の概要 

＜施設概要＞ 

施設名称：防衛省市ヶ谷地区 

所 在 地：東京都新宿区市谷本村町５－１ 

敷地面積：２４ｈａ 

建  物：施設配置図は別紙第２のとおり 

各建物の構造、建設年月日、建築面積、延床面積は、別紙第３のとおり 

業務範囲：別紙第２及び別紙第３に記載の建物等 

＜施設目的＞ 

市ヶ谷地区は、内部部局、防衛研究所、統合幕僚監部、陸海空の各幕僚監部、情報本部、防衛

監察本部、防衛装備庁等、防衛省・自衛隊の中枢組織が所在しており、約１万人の職員等が我が

国の安全保障上必要となる領土、領海、領空の警戒監視業務を始め、急患輸送、災害救助、国際

協力活動等の実任務を遂行するとともに、任務遂行のために必要となる計画の立案や各自衛隊の

指揮統制、各種装備品の研究開発・調整等の業務を行っている。また業務に関連する外国政府関

係者や企業等、１日約３，０００人が来訪している。 

（２）業務の対象と業務内容 

防衛省・自衛隊が所在する市ヶ谷地区の各施設は、いわゆるインテリジェントビルをコンセプ 

トに建設された近代的なものであり、その中で勤務する隊員は恒常的警戒監視任務をはじめ国際 

協力活動などを任務としていることから、危機管理（対処）官庁の中枢として不断に機能する必 

要がある。この特性を踏まえつつ必要な執務環境を確保し各種任務が迅速かつ確実に実施される 

よう以下に示す業務を行うこと。 
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ア 運転・監視及び日常点検等業務（その２） 

市ヶ谷地区に常駐し、仕様書に表記されている各建物・設備の日常点検業務及び軽微な修繕

業務、自家発電設備及びサブ監視設備の運転・監視業務、防災監視設備の監視業務、消火・防災

活動業務、各施設の鍵管理業務、鍵管理システム監視設備の監視業務並びに設備の不具合に関する対

応業務を行う。 

 

１．１．１ 全般に係る業務 

業務の実施に当たっては、一企業とすることも、複数の企業で構成されるグループ（以下「入札

参加グループ」という。）とすることも可能とする。 

（１）入札参加グループの監理について 

業務を実施するに当たり、入札参加グループを構成する場合は、その代表となる企業（以下「代

表企業」という。）を定め、代表企業はグループに参加するその他の企業（以下「グループ企業」

という。）と密に連携をとり、業務を包括的に監理すること。 

（２）発注者との連携について 

業務を実施する民間事業者（以下「民間事業者」という。）は、定期的に防衛省と連携を図り、

円滑な施設管理を実施すること。 

（３）代表者の権限 

代表企業は、業務の履行に関し、入札参加グループを代表して防衛省と折衝する権限並びに自

己の名義をもって契約代金の請求、受領及び入札参加グループに属する財産を管理する権限を有

するものとする。 

（４）総括管理業務 

ア ８．（１）ウ（ウ）に示す支出負担行為担当官補助者（以下、「施設管理担当者」という。）、

「防衛省市ヶ谷地区施設管理業務」における全般統括業務を行う統括管理責任者及び副統

括管理責任者（以下「統括管理責任者等」という。）に対する報告及び調整、各業務従事

者（入札参加グループで参加する場合は、各企業）への指示及び関係者との調整等並びに別途

契約の「統括管理業務・各種設備点検保守業務」、「運転・監視及び日常点検等業務（その１）」、

「清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務」及び「警備・受付業務」との連携など施設管

理業務を円滑に実施するための業務（以下「総括管理業務」という。）を実施する。 

イ 民間事業者は、総括管理業務を実施するに当たり、施設管理に関する高度の知見を有する者

を選出することとし（以下「総括業務責任者」という。）、入札参加グループで参加する場合

は代表企業から選出すること。 

なお、各業務が円滑に実施できる体制（態勢）であれば別冊で示す業務責任者との兼務を妨

げない。また、代行者をあらかじめ定めておき業務期間中遅滞なく遂行すること。 

ウ 総括業務責任者は、各業務の履行状況を常に把握し、防衛省及び統括管理責任者等に報告す

ること。 

  エ 施設管理担当者からの指示及び統括管理責任者等からの連絡・調整等については、速やかに 

業務責任者を通じて実行すること。 

オ 統括管理責任者等を通じて施設管理担当者に報告書その他の関係書類を提出し、業務の重要
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事項に関することを報告すること。 

カ 総括管理業務の日誌を作成し、統括管理責任者等を経由し原則として業務実施日の翌日（土

曜日、日曜日、祝日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの間の場合は次の平日）に施設

管理担当者に提出すること。 

キ 総括業務責任者は、業務の月報を取りまとめ、委託費の支払請求日までに統括管理責任者を

経由して施設管理担当者に提出すること。 

ク 総括管理業務の実施時間 

総括管理業務の実施時間は、２．に示す業務の実施期間中の土曜日、日曜日、祝日及び１

２月２９日から１月３日までの間を除く平日の８時３０分から１７時３０分までの間とする

(ただし、緊急の場合は除く)。また、上記時間以外においても常時、施設管理担当者及び統

括管理責任者等と連絡が取れる体制（態勢）であること。 

ケ 災害（地震、台風、豪雨、火災等）及び施設の不具合等が発生又は発生のおそれがある場合

は、業務の速やかな対応・処置ができる体制（態勢）であること。 

コ 上記ケに必要な備品や備蓄品等の確保については、民間事業者の負担において準備するこ

と。 

サ 別途契約の「統括管理・各設備点検保守業務」、「運転・監視及び日常点検等業務（その１）」、

「清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務」及び「警備・受付業務」との常時密接な連絡

体制を統括管理責任者等と共に構築すること。 

（５）業務の引継ぎ 

ア 現行の事業者からの引継ぎ 

業務を新たに落札した民間事業者（以下「受注予定事業者」という。）は、業務の開始日ま

でに業務を行っている民間事業者（以下「現行の事業者」という。）から業務の履行に支障を

来さないよう事前に十分な引継ぎを受けること。 

  イ 受注予定事業者への引継ぎ 

業務の終了に伴い民間事業者が変更となる場合には、現行の事業者は、受注予定事業者に対

し、業務の履行に支障を来さないよう業務内容を明らかにした書類等により確実に引継ぎしな

ければならない。 

    なお、その際の事務引継ぎに必要となる経費は、現行の事業者の負担とする。 

  ウ 業務の引継ぎに当たり、受注予定事業者及び現行の事業者は、引継内容等について

防衛省側の確認を受けるものとする。 

 

１．１．２ 施設管理業務 

業務の詳細は、別冊「防衛省市ヶ谷地区施設管理業務仕様書」（以下「仕様書」という。）によ

るものとする。 

 

１．２ サービスの質の設定 

業務の実施に当たり達成すべき質及び最低限満たすべき水準は、以下のとおりとする。 
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１．２．１ 業務の質 

基本的な方針 主要事項 測定指標 

当該事業が我

が国防衛の中

枢施設の運用

に密接な関わ

りがあること

を十分に理解

し、防衛省・自

衛隊の任務遂

行に支障を与

えないように

する。 

品質の維持 １ 業務請負者の不備に起因した、防衛省の行う業務の

中断回数：０回 

２ 業務請負者の不備に起因した空調停止、停電、断水、

エレベータ等の停止回数：０回 

※ いずれも、自然災害等による予測不能な場合を除

く。 

３ 災害、事故等の緊急時において、被災状況の把握、応

急補修、二次災害防止対策を迅速に行うこと。 

４ 外来者や近隣住民への対応を適切に実施すること

で、クレーム等の無いように努め、公共施設としての品

位を保つこと。 

環境への配慮 １ 環境配慮に関する各種法令を遵守し、業務を履行す

ること。 

２ 上記の実施に当たっては、勤務環境の低下を最小限

に留めるよう、施設管理担当者と調整を図りつつ実施

すること。 

安全性の確保 １ 業務請負者の不備に起因する施設利用者、来訪者等

の人身事故（病院での治療を要するもの）及び物損事故

の回数：０回 

２ 業務に従事する者の健康管理上の不備に起因する事

故の発生回数：０回 

 

１．２．２ 各業務において確保すべき水準 

各業務において確保すべき水準は、従来の実施方法として６．で開示する情報に定める内容とす

る。ただし、従来の実施方法については、法令に反しない限り改善提案を行うことができる。 

 

１．２．３ 創意工夫の発揮の可能性 

業務を実施するに当たっては、以下の観点から法令に反しない限り民間事業者の創意工夫を反映

し、公共サービスの質の向上（包括的な質の向上、効率化の向上、経費の削減等）に努めるものと

する。 

（１）業務全般に対する提案 

民間事業者は、様式第５により業務の実施全般に係る質の向上の観点から取り組むべき事項等

の提案を行うこと。 

（２）従来の実施方法に対する改善提案 

民間事業者は、各業務の現行基準として示す従来の実施方法に対し、改善すべき提案（コス
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ト削減に係る提案を含む。）がある場合は、様式第６・７に具体的な方法等を示すとともに、

現行レベルの質が確保できる根拠等を提案すること。 

 

１．２．４ 委託費の支払方法 

防衛省は、業務について監督及び検査を行い、企画書の提案事項実施状況及び確保すべき水準を

確認した上で、委託費を支払う。 

委託費の支払に当たっては、民間事業者は当該月分の業務完了後、防衛省との間であらかじめ定

める書面により、当該月分の支払請求を行い、防衛省は、これを受領した日から３０日以内に民間

事業者に支払うものとする。ただし、監督及び検査の結果、防衛省が企画書の提案事項又は確保す

べき水準を満たしていないと判断した場合は、この限りではない。この場合において、防衛省は再

度業務を行うよう指示を行うとともに、是正・改善を要求し、民間事業者は要因分析を行い、速や

かに業務改善計画を防衛省へ提出し、承諾を得た上で業務を再度実施すること。 

なお、業務の再実施により企画書の提案事項及び確保すべき水準の確認ができない限り対価の支

払は行わないものとする。 

 

１．２．５ 費用負担等に関するその他の留意事項 

（１）消耗品等 

業務を実施するに当たり、必要な消耗品や付属品の負担区分は、仕様書によるものとする。 

（２）光熱水料 

防衛省は、民間事業者が業務を実施するために必要な電気・水・ガスを無償で提供する。 

（３）電話回線等 

業務を実施するに当たり、外部との電話回線及びインターネットが必要である場合は、施設管

理担当者と調整の上、防衛省の規則に基づく申請等を行うこと。また、当該回線の使用料につい

ては、民間事業者が負担するものとする。 

（４）法令変更による増加費用及び損害の負担 

法令の変更により民間事業者に生じた合理的な増加費用及び損害は、以下のアからウまでのい

ずれかに該当する場合には、防衛省が負担し、それ以外の法令変更による増加費用及び損害につ

いては民間事業者が負担する。 

ア 本件事業に類型的に又は特別に影響を及ぼす法令変更又は税制度の新設 

イ 消費税その他類似の税制度の新設又は変更（税率の変更を含む。） 

ウ 上記ア及びイのほか、法人税その他類似の税制度の新設及び変更以外の税制度の新設又は変

更（税率の変更を含む。） 

 

１．２．６ モニタリング方法 

（１）品質の維持 

品質の維持に関するモニタリングは、報告書、目視、業務に従事する者へのヒアリング等によ

り確認する。 

（２）環境への配慮 
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環境への配慮に関するモニタリングは、報告書等により確認する。 

（３）安全性の確保 

安全性の確保に関するモニタリングは、報告書、目視、業務に従事する者へのヒアリング等に

より確認する。 

（４）個別業務の質の確保 

上記１．２．２の各業務において確保すべき水準に記載した質の確保については、報告書、目

視、業務に従事する者へのヒアリング等により確認する。 

 

２．実施期間に関する事項（法第１４条第２項第２号） 

当該事業の委託期間は、平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日までの間とする（上記に

係る予算措置については、平成３０年度予算要求予定であり、本入札に係る落札及び契約締結は、

当該業務に係る予算措置、予算示達がなされることを条件とする。）。 

 

３．民間競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項（法第１４条第２項第３号及び第３項） 

（１）法第１０条各号（ただし、第１１号を除く。）に該当するものでないこと。 

（２）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）第７０条の規定

に該当しない者であること。 

なお、未成年又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、

特別な理由がある場合に該当する。 

（３）予決令第７１条の規定に該当しないこと。 

（４）平成２８・２９・３０年度競争参加資格（全省庁統一資格）において、関東・甲信越地域にお

ける「役務の提供等」でＡ又はＢ等級に格付けされている者であること。 

（５）防衛省から指名停止又は取引停止の措置を受けている期間中の者ではないこと。 

（６）企画書（４．（２）ウに規定する企画書をいう。）に示した業務内容を契約期間終了後までの

間、確実に実行し完了することができることを約した業務確認書を提出した者であること。 

（７）必要な資格等 

ア 業務の実施に当たり法令上必要な資格を有している者及び資格等を有している者を業務の

実施に当たらせることができる者であること。 

なお、資格等の詳細は仕様書による。 

イ 業務に従事する者については、日本国籍を有していること。 

（８）警察当局から暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずる者として、国発注業

務等から排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

（９）労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料等の滞納がないこと。 

（10）入札参加グループによる入札について 

ア 単独で本実施要項に定める業務の全てが担えない場合は、適正に業務を遂行できる入札参加

グループで参加することができる。その場合、入札書類提出時までに入札参加グループを結成

し、代表企業及び代表者を決め、他の者はグループ企業として参加するものとする。 

なお、代表企業及びグループ企業が、他の入札参加グループに参加、又は単独で入札に参加
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することはできないものとする。また、代表企業及びグループ企業は、入札参加グループ結成

に関する協定書（又はこれに類する書類）を作成すること。 

イ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づき設立された事業協同組合又は

特別の法律によって設立された組合が入札に参加する場合においては、その組合員が他の入札

参加グループに参加し、又は単独で入札に参加することはできないものとする。 

ウ 入札参加グループで入札に参加する場合には、代表企業及びグループ企業は以下の要件を満

たさなければならない。 

（ア）代表企業 

上記（１）から（６）まで、（８）及び（９）の全ての要件 

（イ）グループ企業 

平成２８・２９・３０年度競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」においてＡ、

Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付けされた関東・甲信越地域の競争参加資格を有し、上記（１）か

ら（３）まで、（５）、（８）及び（９）の全ての要件 

（ウ）その他 

上記（７）については、当該業務を担当する者が要件を満たしていれば良い。 

 

４．入札に参加する者の募集に関するスケジュール（法第１４条第２項第４号） 

（１）入札の実施手続及びスケジュール（予定） 

手続 スケジュール 

公告 平成２９年１０月上旬頃 

入札説明会・現場説明会 平成２９年１０月中旬頃 

現場見学会 平成２９年１０月下旬以降 

入札等に関する質疑応答 平成２９年１０月下旬以降 

入札書類の提出期限 平成２９年１１月中旬頃 

入札書類の評価 平成３０年１月頃 

開札・落札予定者の決定 平成３０年１月中旬頃 

契約の締結 平成３０年４月１日 

 

（２）入札の実施手続 

  ア 入札の実施方法 

    本件は、府省共通の電子調達システム（政府電子調達（ＧＥＰＳ））により実施するものと

する。ただし、電子調達システムによりがたいものは紙により実施するものとする。 

  イ 入札説明後の質問受付 

    入札公告以降、防衛省において入札説明書の交付を受けた者は、本実施要項の内容や入札に

係る事項について、入札説明後に、防衛省に対して質問を行うことができる。質問は原則とし

て電子メールにより行い、質問内容及び防衛省からの回答は原則として入札説明書の交付を受

けた全ての者に公開することとする。ただし、民間事業者の権利や競争上の地位等を害するお
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それがあると防衛省が判断した場合には、質問者の意向を聴取した上で公開しないよう配慮す

ることができる。 

ウ 提出書類 

民間競争入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）は、本件業務実施に係る入札金

額を記載した書類（以下「入札書」という。）、総合評価のための業務実施の具体的方法、そ

の質の確保方法等（以下「業務の質等」という。）に関する書類（以下「企画書」という。）

及び３．（６）に示す業務確認書を提出すること。 

なお、上記の入札金額には、業務に要する一切の諸経費の１０８分の１００に相当する金額

を記載することとし、当該入札書には、必ず封筒に入れて封緘し、公告番号、入札者の氏名等

を表記すること。また、法第１０条各号に規定する欠格事由の審査に必要な書類を併せて提出

すること。 

エ 企画書の内容 

入札参加者が提出する企画書には、本実施要項５．（１）で示す総合評価を受けるために次

の事項を記載すること。 

なお、下記の（カ）における提案については、法令に反しない範囲のものとする。また、提

案に当たり入札参加者は、企画書提出期限前に防衛省に対し質問を行うことができ、防衛省は

入札参加者が企画書を提出期限内に提出できるよう速やかに回答する。 

（ア）企業の代表責任者及び業務担当者（様式第１） 

複数の企業で参加する場合は、参加企業の一覧と代表企業、各企業の代表責任者及び業務

担当者 

（イ）必要とされる資格を証明する書類の写し（様式第１に添付のこと） 

（ウ）業務実績（様式第２） 

１．で示す業務ごとに過去３年間の実績 

（エ）業務実施の考え方（様式第３） 

安定した業務を実施するための基本的な方針、業務全般において特に重視するポイント 

（オ）業務ごとの実施体制及び業務全体の管理方法（様式第４） 

１．で示す業務ごとに実施体制及び業務全体の管理方法を示す（業務ごとに担当企業が異

なる場合には、業務ごとに作成のこと。その際、平成３０年４月１日から業務を行うことが

可能である業務従事予定者（仕様書３．業務体制等における業務責任者、副業務責任者及び

業務担当者１）の名簿及び保有資格一覧表を添付すること。）。 

（カ）業務に対する提案事項（様式第５、様式第６及び様式第７） 

ａ 業務の質の確保に関する提案 

ｂ 従来の実施方法（６．で開示された既存の仕様書等に示された内容）に対して提案を行

う場合、提案を行う業務（項目）を明確にし、提案を行う理由、提案の内容、提案による

質の維持向上効果又は経費削減効果（あるいはその両方）を具体的に示す。 

（キ）緊急時の体制及び対応方法（様式第８） 

緊急時（業務の実施に当たり想定していたとおりの業務実施が困難になる未知の事故・事

象が生じた場合）のバックアップ体制と対応方法を示す。 
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  （ク）女性の活躍推進 

評価の対象となる女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６

４号。以下「女性活躍推進法」という。）、次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第

１２０号。以下「次世代法」という。）及び青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和４５

年法律第９８号。以下「若者雇用促進法」という。）に基づく認定等を証する書類（当該認

定等の根拠法令に基づき厚生労働省が定める各都道府県労働局長が発出した認定通知書等）

を提出すること。 

（３）開札に当たっての留意事項 

ア 開札は、入札参加者を立ち会わせて行う。ただし、入札参加者が立ち会わない場合には、入

札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。 

イ 入札参加者は、開札時刻後においては、開札場に入場することはできない。 

ウ 入札参加者は、開札場に入場しようとするときには、入札関係職員の求めに応じ、競争参加

資格を証明する書類、身分証明書又は入札権限に関する委任状を提示又は提出しなければなら

ない。 

エ 入札参加者は、入札及び開札手続を実施している間は、支出負担行為担当官が特にやむを得

ない事情があると認めた場合のほか、開札場を退場することができない。 

オ 開札をした場合において、予定価格の制限に達した価格の入札がないときは、再度の入札を

行う。この場合において、入札参加者は再度の入札の締切時刻までに再度の入札書を提出する

こと。ただし、入札参加者のうち開札に立ち会わなかった者は、再度の入札に参加することは

できない。 

カ 上記オの当初入札又は再度入札（入札執行回数は、原則２回）の結果、落札者がいない場合

は、再度入札公告を行う。 

 

５．対象公共サービスを実施する者を決定するための評価の基準その他対象公共サービスを実施する

者の決定に関する事項（法第１４条第２項第５号） 

業務を実施する者（以下「落札者」という。）の決定は、総合評価落札方式（除算方式）による

ものとする。 

なお、評価の基準及び企画書等の評価は、契約の透明性の確保及び適正化を図るため防衛省に設

置した委員会等において行うものとし、当該評価の客観性を確保するために部外有識者の意見を聴

くものとする。 

（１）落札者の決定に当たっての質の評価項目の設定 

落札者を決定するための評価は、提出された企画書の内容が、業務の目的及び趣旨に沿って実

行可能なものであるか（必須項目審査）、また、効果的なものであるか（加点項目審査）につい

て行うものとする。 

なお、評価項目におけるそれぞれの配点については、別紙第４による。 

ア 必須項目審査（２５０点） 

必須項目審査においては、入札参加者が企画書に記載した内容が、次の必須項目を満たして

いることを確認する。全てを満たした場合は基礎点（２５０点）を付与し、１つでも満たして
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いない場合は失格とする。 

（ア）実施体制 

ａ 業務の水準が維持される体制であること。 

ｂ 提案された内容が実現可能な体制であること。 

ｃ 入札参加グループで参加する場合、代表企業とグループ企業の連携が可能な体制であ

ること。 

（イ）業務に対する認識 

業務の目的を理解し、計画的な業務の実施が考えられているか。 

（ウ）現行基準レベルの質の確保の実態 

業務の提案内容は、要求水準が確保されるものになっているか。 

イ 加点項目審査（最大２５０点） 

必須項目審査で合格した入札参加者に対して、次の加点項目審査を行う。 

なお、提案内容については、具体的であり効果的な実施が期待されるかという観点から、基

本的には従来の実施方法及び仕様書と提案内容との比較を行い、絶対評価により加点する。 

（ア）業務の質についての提案内容（１１０点） 

質の維持及び向上に対して具体的な提案があり、実施について具体的な方法、計画等が明

記されているか。また、それらが実施可能な体制が確保されているか。 

（イ）改善提案内容（３０点） 

改善提案の内容は、現行基準レベルの質の維持が確保できるものか。また、質の向上が図

られているか。 

（ウ）緊急時への対応についての考え方及び体制（１００点） 

具体的な事態を想定し、現実的かつ効果的な対策が提案されているか。また、緊急時等に

円滑に対応し、かつ被害を拡大させないための体制や訓練等による現実的な対策が提案さ

れているか。 

  （エ）女性の活躍推進（１０点） 

評価の対象となる女性活躍推進法、次世代法及び若者雇用促進法に基づく認定等（当該認

定等の根拠法令に基づき厚生労働省が定める各都道府県労働局長が発出した認定通知書等）

を有しているか。 

（２）落札者の決定に当たっての評価方法 

ア 落札者の決定方法 

必須項目審査により得られた基礎点（２５０点）と加点項目審査で得られた加算点（２５０

点）を加算し、入札価格（予定価格の制限の範囲内であるものに限る。）で除した値を総合評

価点とし、入札参加者中で最も高い値の者を落札者として決定する。 

 

総合評価点 ＝（基礎点（２５０点）＋加算項目審査による加算点（２５０点））÷入札価格 

 

イ 留意事項 

（ア）当該落札予定者の入札価格が予定価格の一定割合に満たない場合は、その価格によって契
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約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるか否か、次の事項について

改めて調査し、該当するおそれがあると認められた場合、又は契約の相手方となるべき者と

契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すおそれがあって著しく不適当と認められた

場合には、予定価格の制限をもって入札した他の者のうち、総合評価点の最も高い者を落札

予定者として決定することがある。 

ａ 当該価格で入札した理由及びその積算の妥当性（当該単価で適切な人材が確保されて

いるか否か、就任予定の者に支払われる賃金額が適正か否か、就任予定の者が該当金額で

了解しているか否か等） 

ｂ 当該契約の履行体制（常駐者の有無、人数、経歴、勤務時間、専任兼任の別、業務分担

等が適切か否か等） 

ｃ 当該契約期間中における他の契約請負状況 

ｄ 手持機械その他固定資産の状況 

ｅ 国の行政機関等及び地方公共団体等に対する契約の履行状況 

ｆ 経営状況 

ｇ 信用状況 

（イ）落札予定者となるべき者が２人以上あるときは、当該入札参加者に直ちにくじを引かせ、

落札予定者を決定するものとする。また、当該入札参加者のうち、くじを引かない者がある

とき又は直接くじを引くことができないときは、これに代わって入札事務に関係ない職員が

くじを引き落札予定者を決定するものとする。 

（ウ）落札者が決定したときは、遅滞なく、落札者の氏名又は名称、落札金額、落札者の決定理

由並びに提案された内容のうち具体的な実施体制及び実施方法の概要について公表するも

のとする。 

（３）初回の入札で落札者が決定しなかった場合の取扱いについて 

入札参加者の入札のうち、予定価格の制限に達した価格の入札がないときは、直ちに再度の入

札を行うこととし、これによってもなお落札者となるべき者が決定しない場合には、入札条件を

見直し、再度入札公告に付することにする。 

再度の公告によっても落札者となるべき者が決定しない場合又は業務の実施に必要な期間が

確保できない等やむを得ない場合には、防衛省は入札によらない方法により当該業務を実施する

こととし、その理由を公表するとともに、官民競争入札等監理委員会（以下「監理委員会」とい

う。）に報告するものとする。 

（４）入札の無効 

入札後契約を締結するまでの間に、警察当局から暴力団員が実質的に経営を支配する業者又は

これに準ずる者として国発注業務等から排除要請があり、当該状態が継続している者のした入札

は無効とする。 

 

６．対象公共サービスに関する従来の実施状況に関する情報開示に関する事項（法第１４条第２項第

６号及び第４項） 

従来の実施に関する情報は、別紙第５のとおり。 
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７．民間事業者に使用させることができる防衛省の施設及び設備等（法第１４条第２項第７号） 

（１）使用施設 

市ヶ谷地区において業務を実施するために使用可能な施設については、仕様書に示した施設、

別紙第５付紙第２に示したとおりとする。 

（２）事務スペース等の借受 

民間事業者は、業務及び同業務の実施に付随する業務を遂行するため、別紙第５付紙第２に示

す使用可能施設を事務スペース等として、無償で借り受けることができる。 

（３）使用設備等 

ア 使用可能な設備等については、仕様書に示したもの、別紙第５付紙第３のとおりとする。 

イ 民間事業者は、仕様書に示されている場合、又は必要な場合は、施設管理担当者と協議の上、

必要最小限の機器及び設備等を持ち込むことができる。 

ウ 前記イにより民間事業者が持ち込んだ機器及び設備等については、市ヶ谷地区における業務

及び防衛省が実施する他の業務に支障を来すことのないよう、適切な管理を行うこと。 

エ 機器及び設備等の持込みに伴う付帯工事等の措置等が必要な場合は、防衛省と協議の上、実

施することができる。 

なお、必要な措置等を実施した場合は、施設の使用を終了又は中止した後、直ちに原状回復

を行い、防衛省の承認を受けなければならない。 

（４）使用目的の制限 

上記（１）から（３）までに示す施設等については、市ヶ谷地区における業務及び同業務の実

施に付随する業務以外の目的に使用してはならない。 

（５）施設及び設備等の使用に係る経費 

ア 民間事業者が業務を実施するために必要な市ヶ谷地区の施設及び設備等については、防衛省

と協議を行い、承認を受けた上で、無償で使用することができる。 

なお、使用する施設及び設備等については、善良なる管理者の注意義務をもって使用するも

のとし、使用に当たり必要とする経費は民間事業者の負担とする。 

イ 民間事業者が、防衛省に設備等を設置する経費及び設備等から生じる経費は民間事業者の負

担とする。 

 

８．民間事業者が、対象公共サービスを実施するに当たり、国の行政機関等の長に対して報告すべき

事項、秘密を適正に取り扱うために必要な措置、その他の対象公共サービスの適正かつ確実な実施

の確保のための契約により民間事業者が講ずべき措置に関する事項（法第１４条第２項第９号） 

（１）報告等について 

ア 業務計画書の作成と提出 

民間事業者は、業務を行うに当たり、防衛省が指定する期日までに年度ごとの業務計画書を

作成し、防衛省に提出すること。 

イ 業務報告書の作成と提出 

民間事業者は、業務の履行結果を正確に記載した業務日報、業務月報及び年間総括報告書を

業務報告書として作成し、業務終了後速やかに防衛省へ提出すること。 
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ウ 国等の監督及び検査体制 

民間事業者からの報告を受けるに当たり、国の監督及び検査体制は以下のとおりとする。 

（ア）施設管理責任者 

大臣官房会計課長 

（イ）支出負担行為担当官 

大臣官房会計課会計管理官 

（ウ）支出負担行為担当官補助者（施設管理担当者） 

大臣官房会計課庁舎管理室警備班長 

大臣官房会計課庁舎管理室警備第１係長 

大臣官房会計課庁舎管理室警備第２係長 

大臣官房会計課庁舎管理室施設管理班長 

大臣官房会計課庁舎管理室施設管理係長 

大臣官房会計課庁舎管理室電気設備係長 

大臣官房会計課庁舎管理室機械設備係長 

大臣官房会計課庁舎管理室給排水設備係長 

大臣官房会計課庁舎管理室営繕係長 

大臣官房会計課管理班物品管理係長 

 

（２）防衛省による調査への協力 

防衛省は、民間事業者による業務の適正かつ確実な実施を確保する必要があると認めるとき

は、民間事業者に対し、業務の状況に関し必要な報告を求め、又は民間事業者の事務所（又は業

務実施場所）に立ち入り、業務の実施状況又は帳簿、書類その他の物件を検査し、若しくは関係

者に質問することができる。 

立入検査をする防衛省の職員は、検査等を行う際には、当該検査等が法第２６条第１項に基づ

くものであることを民間事業者に明示するとともに、その身分を示す証明書を携帯し関係者に提

示するものとする。 

（３）指示について 

防衛省は、次に掲げる事態が発生した場合は、民間事業者に対し、必要な措置をとるべき旨を

指示することができる。 

ア 業務の不備により、職員等からの苦情が寄せられた場合 

イ 業務の不備による設備の停止 

ウ 業務の不備による利用者とのトラブルの発生等 

また、業務の監督及び検査において業務の質の低下につながる問題点を確認した場合及び業務

改善計画の遂行が確認できない場合は、その場で指示を行うことができる。 

なお、民間事業者が指示に従わない場合は、下記（５）ス（ウ）に該当するものとみなし、契

約を解除することができるものとする。 

（４）秘密の保持 

民間事業者は、業務に関して防衛省が開示した情報等（公知の事実等を除く。）及び業務遂行
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過程で作成した提出物等に関する情報を漏洩してはならないものとし、そのための必要な措置を

講ずること。民間事業者（その者が法人である場合にあっては、その役員）若しくはその職員そ

の他の業務に従事している者又は従事していた者は業務上知り得た秘密を漏らし、又は盗用して

はならない。これらの者が秘密を漏らし、又は盗用した場合には、法第５４条の規定による罰則

が適用される。 

（５）契約に基づき民間事業者が講ずべき措置 

ア 業務の開始及び中止 

（ア）民間事業者は、締結された本契約に定められた業務開始日に、確実に業務を開始しなけれ

ばならない。その際、業務開始３週間前までに業務従事者名簿（４．（２）エ（オ）で提出

した業務責任者等予定者名簿を含める）を施設管理担当者に提出し承認を得ること。業務責

任者等は原則として４．（２）エ（オ）で提出した予定者名簿に記載されている者が実施し

なければならない。ただし、やむを得ず変更しようとすることきは、あらかじめ防衛省の承

認を受けなければならない。 

（イ）民間事業者は、やむを得ない事由により、業務を中止しようとするときは、あらかじめ防

衛省の承認を受けなければならない。 

イ 公正な取扱い 

（ア）民間事業者は、業務の実施に当たって、当該施設利用者を合理的な理由なく区別してはな

らない。 

（イ）民間事業者は、当該施設利用者の取扱いについて、自らが行う他の事業における利用の有

無等により区別してはならない。 

ウ 金品等の授受の禁止 

民間事業者は、業務において、金品等を受け取り又は与えてはならない。 

エ 宣伝行為の禁止 

民間事業者及び業務に従事する者は、業務の実施に当たって、自らが行う業務の宣伝を行っ

てはならない。また、業務の実施の事実をもって、第三者に誤解を与えるような行為をしては

ならない。 

オ 法令の遵守 

民間事業者は、業務を実施するに当たり適用を受ける関係法令等を遵守しなくてはならな

い。 

カ 安全衛生 

民間事業者は、業務に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理については、責任者を定

め、関係法令に従って行わなければならない。 

キ 記録、帳簿書類等 

民間事業者は、実施年度ごとに業務に関して作成した記録や帳簿書類を、委託事業が終了し

た日又は中止した日の属する年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

ク 権利の譲渡 

民間事業者は、原則として本契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第三者に譲渡して

はならない。 
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ケ 権利義務の帰属等 

（ア）業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利と抵触するときは、民間事業者は、そ

の責任において必要な措置を講じなくてはならない。 

（イ）民間事業者は、業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、防衛省の承認を

受けなければならない。 

コ 民間事業者は、業務の対象施設において、防衛省の許可を得ることなく自ら行う事業又は防

衛省以外の者との契約（防衛省との契約に基づく事業を除く。）に基づき実施する事業を行っ

てはならない。 

サ 取得した個人情報の利用の禁止 

  民間事業者は、業務によって取得した個人情報を、自ら行う事業又は防衛省以外の者との契

約（業務を実施するために締結した他の者との契約を除く。）に基づき実施する事業に用いて

はならない。 

シ 再委託の取扱い 

（ア）民間事業者は、業務の実施に当たり、その全部を一括して再委託してはならない。 

（イ）民間事業者は、業務の実施に当たり、その一部について再委託を行う場合は、原則として

あらかじめ企画書において、再委託に関する事項（再委託先の住所及び名称、再委託先に委

託する業務の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要性、再委託先の業務履行能力並びに

報告徴収その他業務管理の方法）について記載しなければならない。 

（ウ）民間事業者は、本契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再委託に関

する事項を明らかにした上で防衛省の承認を受けなければならない。 

（エ）民間事業者は、上記（イ）及び（ウ）により再委託を行う場合には再委託先から必要な報

告を提出させること。 

（オ）再委託先は、上記（４）の秘密の保持及び（５）イからサまでに掲げる事項については、

民間事業者と同様の義務を負うものとする。 

ス 契約解除 

防衛省は、民間事業者が次のいずれかに該当するときは、契約の全部又は一部を解除するこ

とができる。 

（ア）偽りその他不正の行為により落札者となったとき。 

（イ）法第１４条第２項第３号又は第１５条において準用される法第１０条の規定（ただし、第

１１号を除く。）により民間競争入札に参加するものに必要な資格の要件を満たさなくなっ

たとき。 

（ウ）本契約に従って業務を実施できなかったとき、又はこれを実施することができないことが

明らかになったとき。 

（エ）上記（ウ）に掲げる場合のほか、本契約において定められた事項について重大な違反があ

ったとき。 

（オ）法律又は本契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、検査を拒み、妨げ、若し

くは忌避し、又は質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたとき。 

（カ）法令又は本契約に基づく指示に違反したとき。 
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（キ）民間事業者又はその他の業務に従事する者が、法令又は本契約に違反して、業務の実施に

関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用したとき。 

（ク）暴力団関係者を、業務を統括する者又は従業員としていることが明らかになったとき。 

（ケ）暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していることが明らかにな

ったとき。 

セ 契約解除時の取扱い 

（ア）上記スに該当し、契約を解除した場合には、防衛省は民間事業者に対し、当該解除の日ま

でに業務を本契約に基づき実施した期間に係る委託費を支払う。 

（イ）この場合、民間事業者は、契約金額（本契約の締結後、契約金額の変更があった場合には、

変更後の契約金額。契約の一部解除の場合には、当該一部解除の部分に相当する金額）の１

００分の１０に相当する金額を違約金として防衛省の指定する期間内に支払わなければな

らない。 

（ウ）防衛省は、民間業者が上記（イ）の規定による金額を国の指定する期日までに支払わない

ときは、その支払期限の翌日から起算して支払いのあった日までの日数に応じて年１００分

の５の割合で計算した金額を延滞金として納付させることができる。 

（エ）防衛省は、契約の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害賠償の請求をすることができ

る。 

なお、防衛省から民間事業者に損害賠償を請求する場合において、原因を同じくする支

払済の違約 金がある場合には、当該違約金は原因を同じくする損害賠償について、支払

済額とみなす。 

ソ 一般的損害 

業務を行うにつき生じた損害については、民間事業者がその費用を負担する。ただし、その

損害のうち、防衛省の責めに帰すべき事由により生じたものについては、防衛省が負担する。 

タ 業務途中における入札参加グループからの脱退 

民間事業者が、入札参加グループによる場合、代表企業及びグループ企業（以下「参加企業」

という。)は、業務を完了する日までは入札参加グループから脱退することはできない。ただ

し、代表企業と防衛省で協議を行い、防衛省の承諾を得た場合を除く。 

チ 業務途中における参加企業の脱退、破産又は解散に対する処置 

参加企業のうちいずれかが業務途中において脱退、破産又は解散した場合においては、防衛

省の承認を得て、残存参加企業が共同連帯して当該参加企業の分担業務を完了するものとす

る。ただし、残存参加企業のみでは適正な履行の確保が困難なときは、残存参加企業全員及び

防衛省の承認を得て、新たな構成員を当該入札参加グループに加入させ、当該参加企業を加え

た参加企業が共同連帯して脱退、破産又は解散した参加企業の分担業務を完了するものとす

る。 

ツ 談合等不正行為があった場合の違約金等の取扱い 

（ア）民間事業者が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、民間事業者は防衛省の請求

に基づき、契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）

の１００分の１０に相当する額を違約金として防衛省の指定する期間内に支払わなければ
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ならない。 

ａ 本契約に関し、民間事業者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２

２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は民間事業

者が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１項第１号の規定に違反したこ

とにより、公正取引委員会が民間事業者に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止

法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納

付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占

禁止法第６３条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

ｂ 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（下

記ｃにおいて「納付命令又は排除措置命令」という。）において、この契約に関し、独占

禁止法第３条又は第８条第１項第 1 号の規定に違反する行為の実行としての事業活動が

あったとされたとき。 

ｃ 納付命令又は排除措置命令により、民間事業者に独占禁止法第３条又は第８条第１項

第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となっ

た取引分野が示された場合において、この契約が当該期間（これらの命令に係る事件につ

いて、公正取引委員会が民間事業者に対して納付命令を行いこれが確定したときは、当該

納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に入

札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するもの

であるとき。 

ｄ この契約に関し、民間事業者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法

（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項第１号若しくは

第９５条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

（イ）民間事業者は、上記（ア）の規定による金額を防衛省の指定する期日までに支払わないと

きは、その支払期限の翌日から起算して支払いのあった日までの日数に応じて、年１００分

の５の割合で計算した金額を延滞金として支払わなければならない。 

テ 委託内容の変更 

防衛省及び民間事業者は、業務の質の向上の推進その他やむを得ない事由により本契約の内

容を変更しようとする場合は、あらかじめ変更の理由を書面によりそれぞれの相手方へ提出

し、それぞれの相手方の承諾を受けるとともに、法第２１条の規定に基づく手続を適切に行わ

なければならない。 

ト 実施期間中に設備が更新される際は、防衛省は、更新機器について民間事業者へ通知すると

ともに、契約変更を行う場合がある。 

ナ 契約の解釈 

本契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、防衛省及び民間事業者が協議する

ものとする。 

 

９．民間事業者が対象公共サービスを実施するに当たり第三者に損害を加えた場合において、その損

害の賠償に関し契約により当該民間事業者が負うべき責任（国家賠償法の規定により国の行政機関
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等が当該損害の賠償の責めに任ずる場合における求償に応ずる責任を含む。）に関する事項（法第

１４条第２項第１０号） 

本契約を履行するに当たり、民間事業者又はその職員その他の業務に従事する者が、故意又は過

失により、業務の受益者等の第三者に損害を加えた場合には、次に定めるところによるものとする。 

（１）防衛省が国家賠償法（昭和２２年法律第１２５号）第１条第１項の規定に基づき当該第三者に

対する賠償を行ったときは、防衛省は民間事業者に対し、当該第三者に支払った損害賠償額（当

該損害の発生について防衛省の責めに帰すべき理由が存する場合は、防衛省が自ら賠償の責めに

任ずべき金額を超える部分に限る。）について求償することができる。 

（２）民間事業者が民法（明治２９年法律第８９号）第７０９条の規定に基づき当該第三者に対する

賠償を行った場合であって、当該損害の発生について防衛省の責めに帰すべき理由が存するとき

は、民間事業者は防衛省に対し、当該第三者に支払った損害賠償額のうち自ら賠償の責めに任ず

べき金額を超える部分について求償することができる。 

（３）民間事業者は、契約に違反し又は故意若しくは重大な過失によって、防衛省に損害を与えたと

きは、その損害に相当する金額を損害賠償として防衛省に支払わなければならない。 

 

１０．対象公共サービスに係る法第７条第８項に規定する評価に関する事項（法第１４条第２項第１

１号） 

（１）実施状況に関する調査の時期 

総務大臣が行う評価の時期を踏まえ、当該業務の実施状況については、平成３２年３月時点に

おける状況を調査するものとする。 

（２）調査の方法等 

防衛省は、民間事業者が実施した業務の内容について、その評価が的確に実施されるように、

実施状況等の調査を行うものとする。 

（３）調査項目及び方法 

１．２において設定した事項 

（４）実施状況等の提出 

   防衛省は、上記調査項目に関する内容を取りまとめた当該業務の実施状況等について、上記

（１）の評価を行うために平成３２年５月を目処に総務大臣及び監理委員会へ提出するものとす

る。 

 

１１．その他対象公共サービスの実施に関し必要な事項 

（１）監理委員会への報告等 

防衛省は、法第２６条及び第２７条の規定に基づく報告徴収、立入検査、指示等を行った場合

には、その都度、措置の内容及び理由並びに結果の概要を監理委員会へ通知することとする。 

（２）防衛省の監督及び検査体制 

本契約に係る監督及び検査は、支出負担行為担当官等が、自ら又は補助者に命じて、立会い、

指示その他適切な方法によって行うこととする。 

（３）主な民間事業者の責務等 
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ア 民間事業者の責務等 

業務に従事する者は、刑法（明治４０年法律第４５号）その他の罰則の適用については、法

令により公務に従事する職員とみなされる。 

  イ 法第５４条の規定により、業務の実施に関し知り得た秘密を漏らし、又は盗用した者は、１

年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処される。 

  ウ 法第５５条の規定により、報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、妨げ、

若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をした者、あるいは指

示に違反した者は、３０万円以下の罰金に処される。 

  エ 法第５６条の規定により、法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業

者が、その法人又は人の業務に関し、法第５５条に規定する違反行為をしたときは、行為者が

罰せられるほか、その法人又は人に対して同条の刑が科される。 

オ 会計検査について 

（ア）民間事業者は、会計検査院法（昭和２２年法律第７３号）第２３条第１項第７号に規定す

る「事務若しくは業務の受託者」に該当することから、会計検査院が必要と認めるときには、

同法第２５条の規定による、実地の検査に応じなければならない。 

（イ）民間事業者は、上記（ア）について、誠意をもって適切に対応すること。 
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建物名称 規　　　模
建　 　　設
年　月　日

建築面積
　　　　（㎡）

延べ面積
　　　　（㎡）

庁舎Ａ棟 S19Ｂ4Ｆ H11.6.1 6,798 112,761

庁舎B棟 S10B4F H8.9.30 2,983 38,052

庁舎Ｃ棟 SRC9B4F H8.9.30 2,586 32,813

庁舎Ｄ棟 SRC10Ｂ1Ｆ H11.12.17 3,455 35,425

庁舎Ｅ１棟 SRC10Ｂ1Ｆ H11.12.17 3,286 32,335

庁舎Ｅ２棟 SRC5B1Ｆ H12.3.27 1,606 8,535

記念館 SRC2 H10.10.2 1,356 1,645

厚生棟 RC4B2F H9.2.10 3,849 16,396

倉庫 S2 S63.11.7 349 676

隊舎A棟 RC5 H9.3.14 1,879 9,064

隊舎B棟 RC6 H11.10.27 1,508 13,459

車両整備工場 RC2 S60.3.4 1,370 2,042

倉庫棟 RC3 S38.5.20 1,597 4,792

油脂庫Ａ RC1 H12.4.25 68 68

油脂庫Ｂ RC1 H12.4.25 108 108

食厨・浴場 RC2 H11.10.27 3,327 5,097

警衛所（正門） RC1 H11.11.19 175 175

警衛所（薬王寺門） RC1 H9.3.31 82 81

警衛所（左内門） RC1 H12.4.25 28 28

待機室（給油施設） RC1 H12.9.27 7 7

渡廊下（庁舎Ａ） RC1 H11.6.1 556 556

回廊（庁舎Ｄ） RC1 H11.12.17 627 627

特高開閉所 RC1 H7.12.27 179 179

ガバナ室 RC1 H8.2.29 75 75

ポンプ室 RC1 H9.3.31 33 33

エスカレーター上屋 S1 H12.4.25 115 115

給油施設上屋 S1 H12.9.27 77 77

儀仗訓練場 S1 H13.3.30 588 588

休憩所 RC1 H14.9.27 60 60

屋外便所 S1 H15.9.18 20 20

庁舎Ｃ３棟 SRC2B5Ｆ H19.12.28 3,445 26,692

連絡通路 RC H19.12.28 54 1,135

非常用糧食庫 S1 H23.3.30 251 434

倉庫 S1 H23.12.16 134 263

庁舎Ｆ２棟 SRC5B1Ｆ H23.3.31 1,381 7,634

67号倉庫 RC1B1Ｆ H23.3.31 1,680 2,624

68号倉庫 SRC3B1Ｆ H23.3.31 1,178 3,721

庁舎Ｆ１棟 RC7B2F H28.6.30 1,724 11,078

警衛所（加賀門） RC1 H28.6.30 58 58

体育館 SRC2B1Ｆ H23.3.31 1,660 2,663

別紙第３

対象建物の一覧

1- 22 
24/73



実施要領区分 基礎点 加算点

1) 実施体制 1
各業務の業務水準が維持される体制であるか(グループで参加する場合、代表企
業とグループ企業の連携が可能な体制であるか)（様式第１、４）

0／50 －

2 提案された内容が実現可能な体制であるか（様式第１、４） 0／50 －

2)業務に対する認識 3 本業務の目的を理解し、計画的な業務の実施が考えられているか（様式第４） 0／50 －

4 本業務を確実に実施するための基本的な方針が明確となっているか（様式第３） 0／50 －

3)現行基準レベルの
質の確保の実態

5
各業務の提案内容は、(発注者側の)要求水準が確保されているものとなっている
か（様式第３、５）

0／50 －

1) 業務の質について
の提案内容

6
本業務の包括的な管理・運営に関する提案がなされているか
(方法、計画により、各業務の適正かつ円滑な実施が確保されるか)（様式第２、５）

－ 0～30

7
業務遂行体制において施設管理者に対し、常時、適切に対応するための工夫が取
られているか（様式第３、５）

－ 0～20

8 施設を適正な状態に保持する等の工夫がみられるか（様式第３、５） － 0～20

1) 業務の質について
の提案内容

9
質の向上に対して具体的な提案があり、実施について具体的な方法、計画等が明
記されており、それらが実施可能な体制が確保されているか（様式第２、５）

－ 0～20

10 施設を適正な状態に保持する等の工夫がみられるか（様式第５） － 0～20

2)改善提案内容 11 改善提案の内容は、質の向上が図られているか（様式第６、７） － 0～20

12 業務コスト等削減のための方策が提案されているか（様式第６、７） － 0～10

3) 緊急時への対応に
ついての提案内容

17 具体的な事態を想定し、現実的かつ効果的な対策が提案されているか（様式第８） － 0～30

18
各業務における安全管理及び安全対策に対する提案は効果的なものであるか（様
式第８）

－ 0～20

19 緊急時の対策(連絡体制)は明確で効果的なものであるか（様式第８） － 0～20

20
トラブル時や緊急時に円滑に対応し、かつ被害を拡大させないための体制、対策
が提案されているか（様式第８）

－ 0～30

1) ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ等
の推進に関する指標

21
女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定）、次世代法に基づく認定（くるみん、
プラチナくるみん認定）、若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定）のいず
れかを有しているか。

－ 0～10

250 250

緊急時及び非常時対応

評　　　　　価　　　　　表

得点

女性の活躍推進

合計得点

業務区分
項番

①
必
須
項
目
審
査

運転・監視及び日常点検
等業務

評価項目・評価の視点
実施
要項
区分

②
加
点
項
目
審
査

別紙第４

業務共通

施設管理業務全般に係
る業務に関する提案

得点配分
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常勤職員
非常勤職員

物件費

委託費

減価償却費

退職給付費用

間接部門費

（注記事項）

２．平成２６年度から平成２９年度までは「運転・監視及び日常点検」を一つの業務として実施。

３．委託費の内訳は付紙第１を参照。

４．新設建物等（５棟）※及び付帯設備は平成２９年度より実施。
　　※新設建物棟（５棟）の内訳：庁舎Ｆ１棟、庁舎Ｆ２棟、６７号倉庫、６８号倉庫、加賀門警衛所

２．従来の実施に要した人員

常勤職員

非常勤職員

（業務従事者に求められる知識・経験等）
（１）実施要項及び仕様書参照

（業務の繁閑の状況）
（２）繁忙時期：通年

（注記事項）

別紙第5

区　　分

１．従来の実施に要した経費

（３）対象業務については、民間競争入札（総合評価落札方式）で外部委託により実施
している。

（a）+（b）

参
考
値

(

b

)

平成26年度平成27年度 平成29年度

従来の実施状況に関する情報の開示
（単位：千円）

計（a）

人件費

平成29年度平成27年度

392,005 368,060 409,968

平成26年度

392,005 368,060 409,968368,756

５．市ヶ谷地区においては、現在空調設備等の更新・改修を実施・計画していることから、対象
設備が変更になる可能性がある。

平成28年度

平成28年度

368,756

392,005 368,060 409,968

１．委託費のうち、平成２６年度から平成２８年度は、法に基づき、対象業務を平成２６年度から
平成２８年度の３年間分を包括的に委託することとして、民間競争入札を行ったもの及び当該
業務開始以後に設置された設備の点検保守について、別途一般競争入札を実施し委託を行っ
たものである。
　平成２９年度は、法に基づき、対象業務を平成２９年度の１年間分を委託することとして、民間
競争入札を行ったものである。

368,756

■業務従事者（常勤）の従来の実施に要した１日当たりの平均人員

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

59 59 60 62

【備考】

　※　当該人員については、平成26年度から平成29年度まで１つの業務として

　　実施していた業務を、本業務に合わせて２分割した人員を示す。

区　　分

運転・監視及び日常点検業務※
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　いものとする。

防衛省市ヶ谷庁舎で実施した施設管理業務に係る目的の達成程度

（１）業務請負者の不備に起因した防衛省の行う業務の中断回数　０回

（２）業務請負者の不備に起因した空調停止、停電、断水、エレベータ等の停止回数　０回

（３）業務請負者の不備に起因した人身事故及び物損事故の回数　０回

　　（病院で治療を要する重大なもの）

（４）業務に従事する者の健康管理上の不備に起因する事故の回数　０回

従来の実施方法

以下を除き、民間事業者が実施している。

　対象業務全ての監督

５．従来の実施方法

　※付紙第２及び付紙第３の内訳については、変更となる場合がある。

３．仕様書において民間事業者が用意すると記載された設備等は防衛省の業務に支障を与えな

４．従来の実施における目的の達成の程度

３．従来の実施に要した施設及び設備

２．業務を実施するため付紙第２及び付紙第３に示すスペース及び備品類を無償で貸与する。

（注記事項）

１．仕様書に記載された施設及び設備は無償で貸与する。

　仕様書のとおり。
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付紙第１

１．市ヶ谷地区施設管理業務民間競争入札分
(単位：千円)

平成２６年度
契約実績

平成２７年度
契約実績

平成２８年度
契約実績

３年合計
平成２９年度
契約実績

備　考

合　計 362,967 340,796 341,440 1,045,204 379,600

合　計（税込） 392,005 368,060 368,756 1,128,821 409,968

２．上記以外の該当業務
(単位：千円)

平成２６年度
契約実績

平成２７年度
契約実績

平成２８年度
契約実績

３年合計
平成２９年度
契約実績

備　考

－ － 62,439 62,439 －

　平成28年度について
は、67号倉庫及び68号
倉庫に係る業務は平成
28年4月1日より平成29
年3月31日まで実施し、
庁舎F1棟及び庁舎F2棟
並びに加賀門警衛所に
係る業務は平成28年7月
28日より平成29年3月31
日まで実施

0 0 62,439 62,439 0

0 0 67,434 67,434 0合　計（税込）

倉庫棟外運転・監視及
び日常点検等役務

従来の実施に要した経費(委託費)内訳

件　　名

件　　名

　平成26年度から平成
29年度までは１つの業
務として実施していた
ため、契約実績を本業
務に合わせて按分算出
による。

合　計

362,967 340,796 341,440 1,045,204 379,600
運転・監視及び
日常点検等業務

1- 26 
28/73



付紙第２

建　物　名 場　　　　　所 面　　積 備　　　　考

庁舎Ａ棟 Ｂ１Ｆ　防災センター ５７㎡ 運転・監視及び日常点検等業務

庁舎Ａ棟 Ｂ１Ｆ　サービスデッキ ３０㎡
機械設備点検保守業務
運転・監視及び日常点検等業務

庁舎Ｂ棟 １Ｆ　防災センター ２３㎡ 運転・監視及び日常点検等業務

庁舎Ｃ棟 １F　監視室 ４１㎡ 運転・監視及び日常点検等業務

庁舎Ｃ棟 Ｂ４Ｆ　監視室 ２０㎡ 運転・監視及び日常点検等業務

庁舎Ｃ３棟 １Ｆ　防災センター １２８㎡
運転・監視及び日常点検等業務
機械設備点検保守業務
監視制御設備点検保守業務

庁舎Ｃ３棟 Ｂ５Ｆ　無人監視室 ４２．２４㎡ 運転・監視及び日常点検等業務

１０号倉庫 ２Ｆ　役務員控室 ３３８㎡

統括管理業務ほか
（廊下、１・２Ｆ便所含む。）
※別途契約の「統括管理業務・各種設
備点検保守業務」、「運転・監視等業務
（その１）」、「清掃・植栽管理・廃棄物監
理・環境保全業務」及び「警備・受付業
務」と共同使用

庁舎Ｆ１棟 Ｂ２Ｆ　無人監視室 ２５㎡ 運転・監視及び日常点検等業務

庁舎Ｆ２棟 Ｂ１Ｆ　監視室 ５４㎡ 運転・監視及び日常点検等業務

庁舎Ｆ２棟 Ｂ１Ｆ　仮眠室 １７㎡ 運転・監視及び日常点検等業務

使用可能な施設の内訳

※上記内容については、平成２９年６月末現在のものであり、今後変更となる場合がある。
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付紙第３

建　物　名 場　　　所 備　品　等　名 数　量 備　　考

庁舎Ａ棟 Ｂ１Ｆ　防災センター 水中ポンプ 1

書庫 1

無線機 1

管制器 1
災害救助工具セット
（ＢＣＰ関連資材）

2

ヘルメット（ＢＣＰ関連資材） 8

脚立（ＢＣＰ関連資材） 1

庁舎Ｂ棟 １Ｆ　防災センター 無線機 1

管制器 1
災害救助工具セット
（ＢＣＰ関連資材）

2

ヘルメット（ＢＣＰ関連資材） 8

脚立（ＢＣＰ関連資材） 1

庁舎Ｃ棟 Ｂ４Ｆ　監視室 いす （監視機器等用） 3

無線機 1

管制器 1
災害救助工具セット
（ＢＣＰ関連資材）

1

ヘルメット（ＢＣＰ関連資材） 4

庁舎Ｃ３棟 １Ｆ　防災センター いす （監視機器等用） 2

水中ポンプ 2

無線機 1

管制器 1
災害救助工具セット
（ＢＣＰ関連資材）

1

ヘルメット（ＢＣＰ関連資材） 4

脚立（ＢＣＰ関連資材） 1

１０号倉庫 ２Ｆ　役務員控室 無線機 1

管制器 1

使用可能な備品等の内訳

※上記内容については、平成２９年６月末現在のものであり、今後変更となる場合がある。

別途契約の「運転・監視等業務
（その1）」と共用使用。
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【様式第１】

施設管理業務企画書

■入札参加グループの場合は、グループ構成企業名を全て記載した上で、代表企業名を明記する。
　また、グループ構成企業ごとに担当する業務を明示し、その代表責任者及び本業務担当者を記載
　する。その際には、グループ構成企業間の連絡体制が把握できるようにすること。

１.　企業の代表責任者及び本業務担当者
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【様式第２】

業務名 発注者 時期 業務内容

施設規模

請負金額等

業務名 発注者 時期 業務内容

施設規模

請負金額等

業務名 発注者 時期 業務内容

施設規模

請負金額等

業務名 発注者 時期 業務内容

施設規模

請負金額等

業務名 発注者 時期 業務内容

施設規模

請負金額等

２.　業務実績

■本実施要項（１.）で示す業務ごとに過去３年間の実績を記載すること。

　（1）運転・監視及び日常点検等業務
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【様式第３】

■本実施要項（１．）で示す業務ごとに年次計画を記載すること（引継ぎ期間を含む。）。本業務を確実
かつ安定した業務を実施するための基本的な方針、業務全般において特に重視するポイント等を具体
的に記載すること。

３.　本業務実施の考え方
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【様式第４】

４.　業務ごとの実施体制及び業務全体の管理方法

■本実施要領（１．）で示す業務ごとに実施体制及び業務全体の管理方法等を具体的に記載し、必要
とされる法的資格等を有する者及び条件を満たす者の配置を記載すること。業務ごとに実施する企業
が異なる場合は、業務全体の管理方法に加え、業務ごとの実施体制及び管理体制を記載すること。
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【様式第５】

■以下の項目について、具体的かつ簡潔にまとめること。なお、運転・監視及び日常点検業務の提案
書を作成することができる。

　1.　施設管理業務の実施全般に対する質の確保についての考え方

　2.　質の確保に関する提案事項

５.　施設管理業務の実施全般に対する質の確保に関する提案
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【様式第６】

　※表の枠が不足する場合は適宜追加すること。

提案の有無 有 無

業務項目
※既存の仕様書類に
定める項目を明記

提案の有無 有 無

業務項目
※既存の仕様書類に
定める項目を明記

６.　従来の実施方法に対する改善提案（総括表）

(1)運転・監視及び日常点検業務

提案の概略

提案の概略

■従来の実施方法に対し、改善提案を行う場合は、改善を行う業務の項目と提案の概略を整理するこ
と。なお、下記の改善提案のない業務項目については、防衛省が提示する最低水準として従来の実施
方法に基づいて業務を行うものとする。
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【様式第７】

　（3）　改善提案の具体的な内容

７.　各業務の従来の実施方法に対する改善提案（各業務）

■提案を行う各業務の１項目につき、具体的かつ簡潔に記載すること。

　（1）　改善提案を行う業務及び項目

　（2）　改善提案の趣旨

　（4）　最低水準の確保に対する説明
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【様式第８】

■緊急時（施設管理業務の実施にあたり想定していた通りの業務実施が困難になる未知の事故・事象
が生じた場合）のバックアップ体制と対応方法を記載すること。

８.　緊急時の体制及び対応方法
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別 冊 

 

 

 

 

 

防衛省市ヶ谷地区施設管理業務 

（運転・監視及び日常点検等業務（その２）） 
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〈防衛省市ヶ谷地区施設管理業務・業務分類 〉 

（運転・監視及び日常点検等業務（その２）） 

 

 

１．運 転 ・ 監 視 及 び 日 常 点 検 等 業 務 （ そ の ２ ） 
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１．運 転 ・ 監 視 及 び 運 転 監 視 等 業 務 （ そ の ２ ） 
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運転・監視及び日常点検等業務（その２）仕様書 

 

本仕様書は、運転・監視及び日常点検等業務について定めたものである。 

 

【業務範囲】 

（１）防衛省市ヶ谷庁舎に設置されている建築、電気設備、機械設備、監視制御設備、搬送設備等の日常的に

行う点検・保守及び定期又は臨時に巡回して行う点検・保守（巡視）業務 

（２）庁舎Ｃ３棟自家発電設備、庁舎Ｃ棟自家発電設備、庁舎Ｆ１棟自家発電設備及び庁舎Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｃ３・

Ｆ２棟サブ監視設備の運転・監視業務   

（３）庁舎Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｃ３・Ｆ２棟防災監視設備の監視業務 

（４）防衛省市ヶ谷庁舎各指定施設の鍵管理及び庁舎Ａ棟の鍵管理システム監視設備の監視業務 

（５）防衛省市ヶ谷庁舎内の消火・防災活動 

（６）防衛省市ヶ谷庁舎各施設の不具合に対する応急対応業務 

（７）上記業務に使用する物品の在庫管理（官給品含む） 

（８）災害時（突発停電時含む）の対応 

（９）業務対象施設等 

ア 主な業務対象建物等 

建物等 構 造 延べ面積(㎡) 備 考 

庁舎Ａ棟 
Ｓ－１９Ｆ（Ｂ－４Ｆ） 

一部ＳＲＣ 
１１２，７６１ 

ヘリポート及び講堂

を含む 

庁舎Ｂ棟 
Ｓ－１０Ｆ（Ｂ－４Ｆ） 

一部ＳＲＣ 
３８，０５２  

庁舎Ｃ棟 
Ｓ－８Ｆ（Ｂ－３Ｆ） 

一部ＳＲＣ 
３２，８１２  

庁舎Ｃ３棟 ＳＲＣ－２Ｆ（Ｂ－５Ｆ） ２６，６９１  

庁舎Ｄ棟 
Ｓ－１０Ｆ（Ｂ－１Ｆ） 

一部ＳＲＣ 
３５，４２５ 消火・防火活動のみ 

庁舎Ｅ１棟 
Ｓ－１０Ｆ（Ｂ－１Ｆ） 

一部ＳＲＣ 
３２，３３４ 消火・防火活動のみ 

庁舎Ｅ２棟 
Ｓ－５Ｆ（Ｂ－１Ｆ） 

一部ＳＲＣ 
８，５３５ 消火・防火活動のみ 

庁舎Ｆ１棟 ＲＣ－７Ｆ（Ｂ－１Ｆ） １１，０７７  

庁舎Ｆ２棟 ＳＲＣ－５Ｆ（Ｂ－１Ｆ） ７，６３４  

厚生棟 
ＲＣ－４Ｆ（Ｂ－２Ｆ） 

一部ＳＲＣ 
１６，３６５ 消火・防火活動のみ 

隊舎棟 
ＲＣ－６Ｆ（隊舎Ａ・Ｂ・

食厨・浴場） 
２７，６２０ 消火・防火活動のみ 

記念館 ＲＣ－２Ｆ １，６４４  

ポンプ室 ＲＣ－１Ｆ ３３ 消火・防火活動のみ 

１５号館 ＲＣ－３Ｆ ４，７９１ 消火・防火活動のみ 

特高開閉所 ＲＣ－１Ｆ １７８ 消火・防火活動のみ 

燃料施設 

（厚生棟南側） 
 ８ 消火・防火活動のみ 

燃料施設 

（庁舎Ｃ１棟南側） 
 １０３  

燃料施設 

（庁舎Ｃ２棟南側） 
 １６２  

共同溝 ＳＲＣ－ＢＦ ２，０７２ 消火・防火活動のみ 

メモリアルゾーン   消火・防火活動のみ 

屋外便所 Ｓ １９ 消火・防火活動のみ 

構内配電線路等・ 

外灯 
   

給油所 Ｓ（キャノピー） ７７ 消火・防火活動のみ 

６７号倉庫 
Ｓ－１Ｆ（Ｂ－１Ｆ） 

一部ＲＣ 
２，６２３  
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※消火・防災活動等は、建物を含む防衛省市ヶ谷庁舎敷地内すべてとする。 

 イ 業務対象設備等 

   業務対象設備等の詳細は、別紙による。 

 

【一般事項】 

１．共通事項 

（１）運転・監視及び日常点検等業務は、本仕様書によるほか、次に基づき実施する。 

 ア 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築保全業務共通仕様書（最新版）」（以下「共通仕様書」とい

う。） 

イ 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築保全業務報告書作成の手引き（最新版）」（以下「手引き」

という。） 

  ウ 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築保全業務共通仕様書・同積算基準の解説（最新版）」 

  エ 防衛省市ヶ谷庁舎業務継続計画（最新版） 

  オ 防衛省市ヶ谷庁舎の消防計画（最新版） 

  カ 防衛省市ヶ谷庁舎防災応急対策計画（最新版） 

キ 防衛省市ヶ谷地区施設管理業務「統括管理業務・各種設備点検保守業務」実施要項及び仕様書 

  ク 防衛省市ヶ谷地区施設管理業務「運転・監視及び日常点検等業務（その１）」実施要項及び仕様書 

  ケ 防衛省市ヶ谷地区施設管理業務「運転・監視及び日常点検等業務（その２）」実施要項及び仕様書 

コ 防衛省市ヶ谷地区施設管理業務「清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務」実施要項及び仕様書 

  サ 防衛省市ヶ谷地区施設管理業務「警備・受付業務」実施要項及び仕様書 

（２）用語の定義  

「共通仕様書 第１編 第１章 第１節 １．２．２用語の定義」によるほか、次による。 

  ア 施設管理担当者とは、「実施要項８.（１）ウ（ウ）」に記載している支出負担 

行為担当官補助者をいう。 

イ 統括管理業務とは、市ヶ谷地区に常勤し「防衛省市ヶ谷地区施設管理業務」における全般統括業務

をいう。 

ウ 統括管理責任者等とは、統括管理業務を行う統括管理責任者及び副統括管理責任者のことをいう。 

エ 総括管理業務とは、各業務従事者（入札参加グループで参加する場合は、各企業）への指示及び関係

者との調整等並びに別途契約の「運転・監視及び日常点検等業務（その１）」、「運転・監視及び日常

点検等業務（その２）」、「清掃・植栽管理・廃棄物監理等・環境保全業務」及び「警備・受付業務」

との連携など施設管理業務を円滑に実施するための業務をいう。 

オ 総括業務責任者とは、総括管理業務を実施するに当たり、施設管理に関する高度の知見を有する者を

民間事業者が選出した者をいう。 

カ 各施設管理業務とは、「防衛省市ヶ谷地区施設管理業務」における各事業「統括管理・各設備点検保

守業務」、「運転・監視及び日常点検等業務（その１）」、「運転監視及び日常点検等業務（その２）」、

「清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務」及び「警備・受付業務」をいう。 

キ 各業務責任者とは、各施設管理業務の総括業務責任者又は業務責任者をいう。 

ク 民間事業者とは、業務を実施する民間事業者をいう。 

ケ 入札参加グループとは、業務の実施に当たり複数の企業で構成されるグループをいう。 

コ 代表企業とは、入札参加グループを構成する場合の代表となる企業をいう。 

サ グループ企業とは、入札参加グループを構成する代表企業以外の企業をいう。 

シ 受注予定事業者とは、業務を新たに落札した民間事業者をいう。 

ス 現行の事業者とは、本業務の開始日までに本業務を行っている民間事業者をいう。 

セ 巡視とは、建築及び設備機器（消防用設備含む）の運転状態並びに施設設備の機能低下の状況につい

て、日常又は定期的に現場において行う点検・保守をいう。 

ソ 点検とは、目視、聴音、触接等の簡易な方法により、巡回しながら日常又は定期的に行うことをいう。 

タ 保守とは、点検の結果に基づき建築及び設備機器の機能の回復又は危険の防止のために行う清掃、調

６８号倉庫 ＲＣ－３Ｆ（Ｂ－１Ｆ） ３，７２１  

正門警衛所 ＲＣ－１ １７５  

薬王寺門警衛所 ＲＣ－１ ８１ 消火・防火活動のみ 

左内門警衛所 ＲＣ－１ ３０ 消火・防火活動のみ 

加賀門警衛所 ＲＣ－１ ５８  

ガバナ室 ＲＣ－１ ７５ 消火・防火活動のみ 

エスカレーター  １箇所 消火・防火活動のみ 

屋外受水槽 ＦＲＰ製 ２基 
消火・防火活動のみ 

３５０ｔ×２基 
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整、消耗部品の交換・補充、注油、塗装その他これらに類する軽微な作業をいう。 

チ 運転・監視とは、設備機器の起動・停止の操作、設備運転状況の監視又は測定・記録、室内温湿度管

理と最適化のための機器の制御、設定値調整、エネルギー使用の適正化を行うことをいう。 

ツ 監視とは、自動制御される設備機器の運転状況を監視又は測定・記録することをいう。 

テ サブ監視設備とは、電気設備、機械設備、搬送設備、管制設備のうち運転・監視業務が可能な設備機

器をいう。 

ト 防災監視設備とは、消防用設備、放送設備、警報設備をいう。 

ナ 執務環境測定とは、施設管理担当者が指定した執務室等の空気環境測定及び照度測定をいう。 

ニ 協力体制とは、業務期間中、施設管理担当者が必要とする事項について、通常業務に支障のない範囲

で対応することをいう。 

（３）庁舎内への出入り及び施設への立ち入りについては、防衛省の指定した担当者（以下「施設管理担当

者」という。）の指示に従い、直ちに庁舎内で定められた関係規則の手続を行うとともに諸規定に従うも

のとし、業務に関係のない施設には立ち入ってはならない。 

なお、立ち入るために許可手続が必要な施設もあることから発注後、速やかに関係書類について、統括

管理責任者を通じて提出する。 

（４）業務関係図書等の管理 

ア 業務関係図書、民間事業者が作成した業務計画書、作業計画書、業務報告書及び本業務関係書類は、

関係者以外に貸与、複写又は閲覧させてはならない。 

イ 業務関係図書等を自ら使用するために複製する場合は、事前に総括管理責任者を通じて施設管理担当

者に届出る。 

ウ 民間事業者は、防衛省の承認を得て業務の一部を第三者に請け負わせようとするときは、当該下請契

約書において、業務関係図書等の適切な管理に関する規定を明確にしておく。 

エ 業務関係図書等は、複製したものを含め業務終了後直ちに返却する。 

（５）ディーゼル車規制の遵守 

ア 本契約の履行に当たっては、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成１２年東京都条例

第２１５号）に規定する、ディーゼル車規制に適合する自動車を使用し、又は使用させる。 

イ 本契約の履行において使用し、又は使用させる自動車の自動車検査証（車検証）の提示を求めた場合、

速やかに提示する。 

（６）業務の実施において、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成２９年２月７日閣議決定）」に

該当する場合、その基準を満たすものであること。ただし、基本方針の改定があった場合には、これに従

う。 

 

２．業務体制等 

（１）業務体制 

民間事業者は、業務責任者及び業務担当者をもって業務体制を組むものとする。 

なお、業務責任者及び業務担当者は各業務において、必要となる技能・実務経験等及び資格を有してい

る場合は兼務を妨げないが各業務が円滑に実施できるよう留意する。 

ア 業務責任者は、総括管理責任者の指揮監督のもと業務を行うこととし、業務を円滑に実施するため総

括管理責任者との連絡調整を密に行う。 

イ 法令により業務を行う者の資格が定められている場合は、当該資格を有する者が業務を行う。 

ウ 業務責任者は、業務従事者名簿を作成し総括管理責任者に提出する。また、契約途中での変更の際は、

その都度施設管理担当者に提出する。 

エ 業務責任者は、副業務責任者を置くことができる。 

オ 副業務責任者は、業務責任者の補助及び業務責任者不在時の業務責任者の代行を行う。 

カ 業務担当者は、業務責任者の指揮により業務を実施する。 

（２）本業務に従事する者に必要な資格及び経験年数等は次による。 

区 分 技能・実務経験等 必要な資格 

 

 

業務責任者 

及び 

副業務責任者 

運転・監視及び日常的な点

検保守を行う業務において

高度な技術力及び判断力並

びに作業の指導等の総合的

な技能を有し、実務経験１

０年以上程度の者（建築保

全業務積算基準（最新版）に

よる保全技師補程度） 

 

 

建築物環境衛生管理技術者、東京都火災予

防条例に基づく自衛消防技術認定証及び防

災センター要員講習修了者 
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業務担当者１ 

 

運転・監視及び日常的な点

検保守を行う業務におい

て、作業の内容判断ができ

る技術力及び必要な技能を

有し、実務経験５年以上１

０年未満程度の者（建築保

全業務積算基準（最新版）に

よる保全技術員程度） 

各自家発電設備

の運転・監視業

務従事者のうち

それぞれ１名 

 

危険物取扱者乙種第４類

の資格を有し、且つ電気

主任技術者又は第１種電

気工事士若しくは認定電

気工事従事者 

各サブ監視設備

の運転・監視業

務従事者のうち

それぞれ１名 

第１種電気工事士又は認

定電気工事従事者若しく

は第２種電気工事士 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務担当者２ 

運転・監視及び日常的な点

検保守を行う業務におい

て、保全技術員の指示に従

って作業を行う能力を有

し、実務経験５年未満程度

の者（建築保全業務積算基

準（最新版）による保全技術

員補程度） 

各サブ監視設備

の運転・監視業

務従事者のうち

それぞれ１名 

 

第１種電気工事士又は認

定電気工事従事者若しく

は第２種電気工事士 

防災監視設備の

監視業務従事者

全員 

東京都火災予防条例に基

づく自衛消防技術認定証

を有し、且つ防災センタ

ー要員講習を修了した者 

巡視業務及び応

急対応業務従事

者全員 

第２種電気工事士 

各防災監視設備

の監視業務従事

者のうちそれぞ

れ１名 

第１種電気工事士又は認

定電気工事従事者若しく

は第２種電気工事士を有

し、且つ普通救命講習を

修了した者 

 

（３）民間事業者は、十分な安全衛生対策を行い、業務責任者、副業務責任者及び業務担当者に対しては機会

あるごとに注意喚起させる。また、作業の工程ごとに安全に対する検討を行い、必要な措置を講じ、安全

衛生管理を徹底させる。 

なお、健康管理についても同様とする。 

（４）民間事業者は、業務責任者、副業務責任者及び業務担当者に対し、業務を行うに適した統一された服装

及び名札を着用させ、業務の従事者であることを明瞭にする。 

（５）民間事業者は業務従事者に異動、退職、長期休暇等により実施体制に欠員が生じる場合には、直ちに欠

員補充し、業務に支障のないよう対応する。 

（６）勤務時間等 

   勤務時間は、原則として次のとおりとする。 

  ア 巡視業務は、土曜日、日曜日、祝日及び１２月２９日～１月３日を除く平日の０８３０～１７３０と

する（ただし、火災及び防災予防上の巡視業務、緊急の場合は除く。）。 

  イ 運転・監視、監視及び応急対応業務は、業務期間中の終日とする。 

  ウ 運転・監視業務等の人員配置表（巡視業務を除く。） 

運転・監視等施設 建物名 

【室名】 

人 員 備 考 

中央監視制御設備 厚生棟 

【中央監視室】 

 

３名以上 

（うち１名は業務担当者１

であること） 

 

別発注 防災監視設備 

ボイラー設備 

自家発電設備 

２名以上 

（うち１名は業務担当者１

であること） 

 

別発注 

防災監視設備 庁舎Ａ棟 

【防災センター】 

３名以上 

（うち１名は業務担当者１

であること） 

監 視 

サブ監視設備 運転・監視 

鍵管理システム監視設備 監 視 

防災監視設備 庁舎Ｂ棟 

（Ｂ１・Ｂ２棟地上部） 

２名以上 

（うち１名は業務担当者１

監 視 
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オ 安全管理等の観点から巡視業務、執務環境測定及び応急対応業務は、複数人で実施する。ただし、施

設管理担当者が１名で業務を行うことを認めた場合はこの限りではない。 

   ※ 従来の業務（運転・監視及び監視業務、巡視業務、応急対応業務）の実施に要した人員は、５９名程

度である。 

（７）業務の兼務 

   本項各号に示す業務体制を確保したうえで、各業務の従事者が他の業務を兼務することを妨げない。た

だし、事前に施設管理担当者の承認を得る。 

 

３．業務計画書 

民間事業者は、業務計画書の作成に当たり、実施体制、緊急連絡体制（休日及び夜間を含む。）、全体工程

（情報保全教育等含む）、災害発生時等における対応等を記載した防災マニュアル、業務責任者、副業務責任

者及び業務担当者が有する資格等、必要な事項を総合的にまとめたうえで、業務開始前に総括管理責任者に

提出する。 

なお、防災マニュアルは適宜見直しを行い、改正した場合は、その都度総括管理責任者に提出する。 

 

４．作業計画書 

  民間事業者は、業務計画書に基づき、作業別に、実施日時、作業内容、作業手順、作業範囲、業務責任者

名、副業務責任者名、業務担当者名、安全管理等を具体的に定めた作業計画書を作成し、作業開始月前に総

括管理責任者に提出する。 

   

５．不具合等に対する措置 

ア 業務を実施した際、異常・劣化及び損傷箇所等の不具合等を発見した場合は、直ちに総括管理責任者へ

報告するとともに、軽微な調整、処置等で復旧可能であるものについては、とるべき必要な措置を講じ復

旧させる。その際、実施した内容について、総括管理責任者へ報告する。 

イ 軽微な調整、処置等で復旧が困難な不具合については、実施可能な範囲で応急措置及び不具合の原因調

査を行う。その際、実施した応急措置の内容及び原因の調査結果について、総括管理責任者へ報告する。 

 

６．施設管理担当者の立会い 

  民間事業者は、業務の実施に当たり必要に応じて施設管理担当者の立会いを求めることができる。ただし、

写真・記録等により確認できる場合は、この限りではない。 

 

７．清掃 

作業を実施する際及び作業完了後は、機器本体並びに周辺の清掃を確実に実施する。 

 

８．喫煙 

喫煙は、指定されたエリアを除き禁止する。 

 

９．廃棄物処理 

サブ監視設備 【防災センター】 であること） 運転・監視 

防災監視設備 庁舎Ｃ棟 

（Ｃ１・Ｃ２棟地上部及び

ＢＣ棟地下部） 

【サブ監視室】 

２名以上 

（うち１名は業務担当者１

であること） 

監 視 

サブ監視設備 

自家発電設備 

運転・監視 

防災監視設備 庁舎Ｃ３棟 

【防災センター】 

２名以上 

（うち１名は業務担当者１

であること） 

監 視 

サブ監視設備 運転・監視 

自家発電設備 運転・監視 

防災監視設備 庁舎Ｄ棟 

【防災センター】 

３名以上 

（うち１名は業務担当者１

であること） 

 

別発注 サブ監視設備 

鍵管理システム監視設備 

防災監視設備 庁舎Ｆ２棟 

【サブ監視室】 

 

２名以上 

（うち１名は業務担当者１

であること） 

監 視 

サブ監視設備 運転・監視 

自家発電設備 監 視 

給油設備 給油所 １名以上 別発注 

応急対応業務 庁舎Ｄ棟 

【防災センター】 

２名以上 別発注 
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 施設管理業務の実施に伴い発生した廃棄物は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び「東京都廃棄物

の処理及び再利用に関する条例」等関係法令に基づき、民間事業者の負担により庁舎外で適正に処理すると

ともにマニフェスト等を施設管理担当者に提出する。 

 

10．異常時の通報 

  業務期間中、不審物が置かれているなど明らかに通常と異なる状況を発見した場合は、不審物に触れるこ

となく直ちに施設管理担当者又は近くに警備職員がいる場合は警備職員に通報する。 

 

11．業務の引継ぎ 

（１）本業務の受注予定者は、直ちに現受注者から本役務の履行に支障がないよう業務内容等の引き継ぎを受

けなければならない。 

（２）現受注者は、受注予定者に対して本業務内容及び応急措置状況並びに以下の物品等について、施設管理

担当者の確認を受けた上で、確実に引き継ぎを行わなければならない。 

ア 庁舎Ａ棟（一部）の鍵管理システム監視業務及び庁舎Ａ棟防災センター、庁舎Ｂ棟防災センター、庁

舎Ｃ棟サブ監視室、庁舎Ｃ３棟防災センター、庁舎Ｆ２棟サブ監視室で保管している鍵 

イ 国から支給された消耗品及び物品等 

（３）受注予定者及び現受注者は、引き継ぎを終えた場合は、引き継ぎ内容について施設管理担当者へ書面に

より報告しなければならない。 

 

12．協議 

本仕様書に疑義が生じた場合、速やかに支出負担行為担当官等と協議する。 

 

13．業務報告書等 

（１）業務報告書の作成に当たり、書式は手引きによるが、手引きに書式のないものについては、現受注者が

使用している書式を参考としたうえで、民間事業者が作成し、施設管理担当者の承認を得たものを使用す

る。また、業務報告書の記載に当たっては、出来るだけ具体的に記載するとともに、点検対象機器のメー

カー名、型番、製造番号等を必ず記載する。 

（２）業務写真は、カラー（サービス版）でアルバムまたはファイルされたものとし、業務内容が明らかにな

るように撮影する。 

（３）業務報告書は、製本またはファイルして業務写真とともに提出する。 

（４）業務日誌の作成に当たり、庁舎Ｃ３棟自家発電設備、庁舎Ｃ棟自家発電設備、庁舎Ｆ１棟自家発電設備

及び庁舎Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｃ３・Ｆ２棟サブ監視設備の運転・監視、厚生棟・庁舎Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｃ３・Ｆ２棟

防災監視設備、防衛省市ヶ谷庁舎各施設の鍵管理及び庁舎Ａ棟の鍵管理システム監視設備の監視に関する

記録、主要設備機器の巡視結果等について、出来るだけ具体的に記載するとともに、点検対象機器のメー

カー名、型番、製造番号等を必ず記載する。 

なお、書式については、現受注者が使用している書式を参考としたうえで、民間事業者が作成し、施設

管理担当者の承認を得たものを使用する。 

また、業務日誌は、原則として業務実施日の翌日（土曜日、日曜日、祝日の場合は次の平日）に総括管

理責任者を通じて施設管理担当者に提出する。 

 

14．業務検査 

民間事業者は、契約書に基づき、その支払に係る請求を行うときは、業務計画書、作業計画書及び業務報

告書など必要な書類を提出し、支出負担行為担当官の指定した者が行う検査を受ける。 

 

15．連携体制等 

民間事業者は、各施設管理業務の担当者と作業工程等に関する連絡調整を密にするとともに、施設管理担

当者を介して、業務外の役務、工事等を請け負った業者とも設備の状況等に関する情報共有を行い、施設管

理業務を効率的に遂行し、運転・監視及び日常点検等業務に支障が生じないよう連携をとる。 

 

16．施設利用者から業務に関する要望・苦情等 

業務責任者及び業務担当者は、施設利用者から業務に関する要望・苦情等を受け付けた場合は、速やかに

総括管理責任者に報告する。 

 

17．その他 

  市ヶ谷地区においては、現在建物の改修等工事及び各設備の更新工事を実施していることから、本仕様書

に記載している業務範囲等に変更が生じることがある。その場合は、民間事業者と防衛省において協議を行

い、必要に応じ契約の変更等を実施し、対応する。 
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【特記事項】 

１ 一般事項 

共通仕様書の第３編第１章「一般事項」による。 

 

２ 業務内容 

（１）共通 

   運転・監視業務、監視業務、巡視業務において、異常が確認された場合には、総括管理責任者及び施設

管理担当者へ報告するとともに現地を確認し、必要に応じ、とるべき措置を行う。 

（２）建築 

巡視業務内容は、共通仕様書の第３編第２章「建築」の当該項目によるほか、次による。 

  ア 講堂屋上、ドライエリア等立入り制限箇所の側溝（側溝の流れを阻害する落ち葉等障害物）の状況確

認を行う。（月１回程度） 

（３）電気設備 

   運転・監視及び巡視業務内容は、共通仕様書の第３編第３章「電気設備」の当該項目によるほか、次に

よる。 

ア 運転・監視業務 

サブ監視設備における起動・停止の操作、設備運転状況の監視又は測定・記録を行うほか、必要に応

じ設定値調整、エネルギー使用の適正化の補助を行う。 

  イ 電気設備の警報設備の巡視業務内容は、共通仕様書の第３編第５章「監視制御設備」に準ずる。 

  ウ 自家発電装置 

    実負荷運転時における支援（毎月１回程度）を行う。 

（４）機械設備 

運転・監視及び巡視業務内容は、共通仕様書の第３編第４章「機械設備」の当該項目によるほか、次に

よる。 

ア 運転・監視業務 

サブ監視設備における起動・停止の操作、設備運転状況の監視又は測定・記録を行うほか、必要に応

じ室内温湿度管理と最適化のための機器の制御、設定値調整、エネルギー使用の適正化の補助を行う。 

  イ 機械設備の警報設備の巡視業務内容は、共通仕様書の第３編第５章「監視制御設備」に準ずる。 

ウ 第４節表４．４．２の「３．水質の維持」は、次による。 

（ア）飲料水については、外観検査（臭気、味、色、濁り）及び残留塩素測定を毎日実施 

（イ）給湯水については、外観検査及び残留塩素測定を１週間に１回実施 

（ウ）雑用水については、外観検査、ｐｈ値、残留塩素測定及び臭気検査を１週間に１回実施 

エ 「建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）」に基づく報告書に必要

な資料（水槽点検及び残留塩素測定結果等）を作成し、施設管理担当者へ毎月報告する。 

（５）中央・サブ監視制御設備 

運転・監視及び巡視業務は、共通仕様書の第３編第５章「監視制御設備」によるほか、次による。 

ア 運転・監視業務 

サブ監視設備で行う運転・監視業務以外における設備機器の起動・停止の操作、設備運転状況の監視

又は測定・記録、室内温湿度管理と最適化のための機器の制御、設定値調整、エネルギー使用の適正化

を行う。 

  イ 東京都の光化学スモッグ注意報が発令された場合、施設管理担当者の指示により設備機器の制御、停

止等を行う。 

（６）搬送設備 

運転・監視及び巡視業務は、共通仕様書の第３編第６章「搬送設備」によるほか、次による。 

ア 運転・監視業務 

サブ監視設備における起動・停止の操作、設備運転状況の監視又は測定・記録を行うほか、必要に応

じ機器の制御を行う。 

イ エレベーター設備備の異常が確認された場合には、直ちに総括管理責任者及び施設管理担当者へ報告

するとともに現地を確認し必要に応じ、とるべき措置を行う。課業時間外若しくは施設管理担当者が不

在の場合は、爾後、改めて施設管理担当者へ報告する。 

ウ エレベーターの閉じ込め事案が発生した場合に備え、エレベーター扉の開放訓練を定期的に実施する。 

エ 巡視業務 

    現地において、非常呼出しの作動状況の日常点検・保守を毎日１回行う。 

（７）管制設備 

   庁舎Ａ棟防災センター内に設置している地下駐車場管制設備の運転・監視業務及び巡視業務は次による。 

ア 運転・監視業務 

設備の運転状況をモニタにより監視を行うほか、必要に応じて測定・記録を行う。 
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なお、不具合発生時には遠隔又は現地において機器の制御を行う。 

  イ 施設管理担当者等の指示により、現地における機器の制御及び車両の誘導を行う。 

  ウ 巡視業務 

    現地において、機器の作動状況の日常点検・保守を毎日１回行う。 

（８）鍵管理及び鍵管理システム監視設備 

鍵管理及び鍵管理システムの監視業務等は次による。 

ア 庁舎Ａ棟（一部）の鍵管理システム監視設備の監視 

イ 庁舎Ａ棟防災センター、庁舎Ｂ棟防災センター、庁舎Ｃ棟サブ監視室、庁舎Ｃ３棟防災センター、庁

舎Ｆ２棟サブ監視室で保管している各室扉の鍵等及び庁舎Ａ棟防災センター、庁舎Ｃ３棟防災センター

で保管している車両の鍵について、適切に管理するとともに各建物別の鍵の管理数量一覧を作成し毎月、

総括管理責任者へ提出する。 

ウ 施設管理担当者から指示があった場合、防衛省職員及び関係者に鍵の貸出又は鍵の開閉を行う。 

なお、貸出について疑義がある場合は、施設管理担当者に確認する。 

エ 鍵管理システム以外の各室扉等の鍵については、鍵貸出簿を作成する。 

オ 鍵管理システムの異常が確認された場合には、総括管理責任者及び施設管理担当者へ報告するととも

に現地を確認し、必要に応じ、とるべき措置を行う。 

（９）防災監視設備及び消火・防災業務 

防災監視設備の監視及び巡視業務は、共通仕様書の第３編第５章「監視制御設備」に準じ、消火・防災

業務は防衛省市ヶ谷庁舎消防計画によるほか、次による。 

ア 防災監視設備の監視業務 

（ア）防災監視設備は次による。 

ａ 総合操作盤（自動火災報知設備を含む。） 

ｂ 放送設備（非常放送設備を含む。） 

    ｃ ガス漏れ警報設備（庁舎Ａ棟防災センター） 

    ｄ トイレ警報設備（庁舎Ａ棟防災センター、庁舎Ｆ２棟サブ監視室） 

    ｅ ユニット冷蔵庫警報設備（庁舎Ａ棟防災センター） 

（イ）監視業務 

     設備運転状況の監視及び記録を行うほか、必要に応じ機器の制御を行う。 

なお、誤報等により作動した機器の復旧を行うとともに必要に応じて、庁舎内へ非常放送を行う。 

イ 防災監視設備の巡視業務 

  （ア）総合操作盤及び放送設備は現地において、異常の有無の日常点検・保守を行う。 

  （イ）トイレ警報設備及びユニット冷蔵庫警報設備については、現地において、機器の作動状況の日常点

検・保守を毎日１回行う。 

ウ 火災及び防災予防上の巡視業務は次による。 

（ア）避難経路上における避難障害物の目視点検を毎月１回行う。 

（イ）消火栓等の損傷又は使用障害の目視点検を毎月１回行う。 

（ウ）建物周辺の目視による日常点検を毎日１回以上行う。 

エ 庁舎Ａ棟ヘリポートのヘリ離発着時における現場待機及び監視業務 

（ア）庁舎Ａ棟防災センター勤務者のうち２名により、現場待機完了前にヘリポート用の泡消火設備点検

を行う。 

（イ）点検終了後、ヘリ着陸３０分前からヘリ離陸後１０分まで、庁舎Ａ棟物見塔で耐火被服を着用の上、

待機する。 

なお、耐火被服は民間事業者の負担とする。 

（ウ）庁舎Ａ棟防災センター勤務者は、上記要員が待機態勢及び監視体制を執ったことを確認した場合に

は、庁舎防火管理者等（課業時間内：庁舎管理室警備班長、課業時間外：当直警備組長）へ待機完了

の報告を行い、これを終えたことを確認した場合にも同様に終了報告を行う。 

（エ）ヘリポート使用予定については、防衛省から別途連絡する。 

（オ）ヘリ離発着時において火災が発生した場合には、物見塔で待機している要員は直ちに消火活動を行

う。また、庁舎Ａ棟防災センター勤務者は、関係各所へ報告を行うとともに、直ちに火災現場へ増員

し、消火活動を行う。 

オ 災害が発生した場合は、機器の適切な操作、非常放送の実施及び関係各所への連絡を行い、防衛省が

組織する自衛消防隊の統制を受ける。 

カ 火災発生時、現場の確認及び関係者への通報並びに消火活動等を行うとともに、必要に応じ、各庁舎

自衛消防隊の活動に参加する。 

キ 民間事業者は、各庁舎防災センター等の勤務者に対し、業務に必要な消火訓練を計画的に行うととも

に防衛省が計画・実施する防災訓練（年間１回程度）の支援を行う。 

なお、訓練結果について、映像又は写真を添付の上、書面により総括管理責任者に報告する。 
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（10）災害時等（突発停電含む）の対応 

災害発生後は、防衛省の業務継続計画等に基づき、執務環境の確保が必要となることから下記事項につ

いて、準備しておくとともに発生後は速やかに対応する。 

なお、準備に要する費用は民間事業者側の負担とする。 

ア 準備項目 

（ア）非常用糧食及び非常用飲料水（必要人員（３０名以上の７日分）の常備 

（イ）ＮＴＴ回線の設置（各運転・監視及び監視施設） 

（ウ）携帯発電機（照明用）及び照明器具の常備（各運転・監視施設）。燃料については、関係法令を遵守

のうえ準備し、保管場所及び保管量は施設管理担当者の指示による。 

（エ）市ヶ谷庁舎敷地内における通信連絡手段の確保（携帯無線機） 

（オ）施設管理担当者及び総括管理責任者への常時通信連絡手段の確保（携帯電話、Ｅメール等が使用可

能であるパソコン） 

（カ）設備の応急補修に必要な最低限の工具等（冷媒ガス回収機材含む） 

イ 対応項目 

（ア）被災状況点検の内容は次による。 

   ａ 東京都２３区内において、地震が震度３以上となった場合 

   ｂ 台風や豪雨の接近、通過により点検等が必要と判断した場合 

   ｃ その他、施設管理担当者との協議により必要と判断した場合 

   ｄ 発災時における被災状況点検等は、通常の巡視業務より優先して行う。ただし、施設管理担当者か

ら別途、指示がある場合を除く。 

   ｅ 被災状況点検項目及び優先順位等は、別途、施設管理担当者からの指示による。 

   ｆ 鍵管理システム監視設備及び給油設備の監視業務を除き、１名以上を運転・監視業務に充てるとと

もに、複数人で設備等の被災状況を確認する。この際、各運転・監視業務の業務従事者と連絡を密に

できる体制を確保する。 

（イ）被災状況等（全庁舎分）の報告要領は次により別途契約の「運転・監視及び日常点検等業務（その

１）」が実施することから、遅滞なく実施出来るよう予め連携体制を整え、総括管理責任者を通じて施

設管理担当者に報告すること。 

   ａ 原則、メールにより発災時から第１報を１０～１５分、第２報を３０～４０分、第３報を６０分目

処で防衛省が指定する職員及び総括管理責任者へ報告を行う。 

   ｂ 発災時から６０分毎を目処に施設管理担当者へ書面で報告を行う。 

なお、書式等については別に定める。 

（ウ）昇降機の点検及び必要に応じ閉じこめられた職員等の救出 

（エ）各庁舎内等の電気設備の点検、電気主任技術者（防衛省の有資格者）の指示があった場合の非常用

発電機の電力供給先の変更に伴う作業及び二次災害防止の対応 

（オ）上下水道設備の点検及び二次災害防止の対応 

（カ）施設管理担当者の指示により、飲料水ペットボトル及び簡易トイレを防衛省職員へ配布する。 

なお、配布要領等については別に定める。 

ウ その他 

防衛省が実施する防災訓練（年間１回程度）に参加し、災害時の対応へ備える。 

なお、民間事業者は本仕様書に定める各業務の履行に必要な人員を確保したうえで訓練に参加させる。

また、当該訓練における役割等については、施設管理担当者の指示による。 

（11）その他業務 

ア 業務責任者は、庁舎Ａ棟、Ｂ棟及びＣ３棟防災センターに設置している自動体外式除細動器（ＡＥＤ）

について、日常点検を実施する者として「点検担当者」を配置し、日常点検を行い、その結果を総括管

理責任者に報告する。 

イ 光熱水量検針等の補助 

    ガス及び上下水道の検針及び記録を毎月行うものとする。 

なお、検針日及び検針場所の細部については、別に示す。また、水道メーター（２箇所）については、

土曜日、日曜日、祝日及び１２月２９日～１月３日の間、検針等を行う。 

ウ 省エネ及び節電等対応 

（ア） 防衛省市ヶ谷庁舎で有効な省エネ及び節電の提案 

（イ） 節電ポスター等の掲示・撤去（年４回程度、各階ＥＶホール及びＥＶ内） 

エ 特別運転・監視等 

各施設に不具合等が生じた場合、必要に応じて特別運転・監視及び特別巡視を実施する。 

オ 消耗品の支給等対応   

（ア）防災盤等国が設置した機器（プリンター等）のリボンカセット等消耗品は、防衛省からの支給品を

使用する。 
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（イ）設備の軽微な修繕等に用いる備品、消耗品については、防衛省と協議の上、防衛省より貸し出し、

支給等の処置を行う。ただし、民間事業者において軽微な修繕等に必要な備品、消耗品を準備するこ

とは差し支えない。 

なお、その場合の費用は民間事業者側の負担とする。 

（ウ）本業務に使用する物品の在庫管理を行い、管理簿を作成し、毎月総括管理責任者へ提示する。ま

た、年間使用見積を作成のうえ、不足する物品がある場合は、判明した段階で速やかに総括管理責

任者に報告する。 

カ 電気事業法に基づく計画停電時における支援（年間１０回） 

    施設管理担当者の指示に従い、以下を実施し、停電作業が迅速かつ確実に実施されるよう支援する。 

   ａ 施設管理担当者、総括管理責任者及び関係する役務従事者との事前調整 

ｂ 停電が行われる建物内への放送及び周知ポスターの掲示（各階ＥＶホール） 

   ｃ 各種設備機器の事前停止 

ｄ 高架水槽の満水処置 

ｅ 電気設備の制御 

停電当日において、停電となる建物の防災センター等で勤務している者は、照明器具及び携帯無線

機等の通信機器を準備し、停電作業を実施している施設管理担当者等と連絡を取れる体制を構築し、

施設管理担当者あるいは総括管理責任者から指示があった場合は、上記以外の項目であっても速やか

に対応する。 

また、防災センター等で何らかの異常等を覚知した場合は速やかに施設管理担当者等へ連絡すると

ともに、指示を受けた場合は速やかに対応する。 

（12）応急対応業務 

ア 以下の場合において、不具合に対する応急対応を実施する。 

  （ア）施設管理担当者、総括管理責任者から指示を受けた場合 

（イ）市ヶ谷地区に勤務する職員等から連絡を受けた場合 

（ウ）巡視業務中に設備の不具合を発見した場合 

イ 作業の実施に当たっては、適切な安全管理を行う。ただし、安全管理上問題があると考えられる作業

については、作業実施前に総括管理責任者あるいは施設管理担当者へ連絡し、指示に従う。 

ウ 作業終了後は、報告書を作成し、速やかに総括管理責任者へ提出する。 

なお、応急対応に係る費用は、交換部品を除き、原則として受注者の負担とするが、必要に応じて、

事前に総括管理責任者を通じて防衛省と協議する。 

エ 対応する不具合等の内容は次のとおりとする。 

（ア）共通 

     施設管理担当者または市ヶ谷地区に勤務する職員等から不具合について連絡を受けた場合は、現地

を確認の上、調整（操作、官給部品の簡易な交換（ドアクローザー、ランプ、感知器等で交換高さは

概ね床高より３．５ｍ以下）、ネジ等の増し締め、止水、排水、ドライバー等の工具を用いた簡易なメ

ンテナンス等）を行い、不具合を解消する。ただし、調整を行っても不具合が解消されない場合は、

速やかに施設管理担当者へ連絡する。  

なお、応急対応で生じた施設等の汚れの清掃も行う。 

（イ）建具等（扉、窓、丁番等）の不具合 

（ウ）空調設備（機械室含む）の不具合（漏水、異音等） 

（エ）給排水設備（機械室含む）の不具合（異音、排水管のつまり、漏水等） 

（オ）消防設備（機械室含む）の不具合（火災報知器等の誤作動等による警報の発報） 

（カ）電気設備の不具合 

ａ 照明器具（防爆仕様の器具を除く）のランプ交換 

      防衛省から支給されたランプを交換するとともに支給されたランプの在庫管理を行う。また、在

庫が少なくなった場合は、その都度、施設管理担当者に報告し、ランプを受領する。 

なお、ランプの在庫状況及び交換状況について毎月、総括管理責任者に報告する。 

ｂ ブレーカーの復旧 

    ｃ コンセントの不具合 

    ｄ テレビアウトレットの不具合 

     e   施設管理担当者が実施する工事の補助業務 

（キ）降雪の場合又は降雪の恐れがある場合の庁舎Ａ棟ヘリポート、敷地内道路等における除雪等作業及

び庁舎Ａ棟ヘリポート用の融雪装置の作動支援（年間２～５回程度） 

オ 市ヶ谷地区に勤務する職員等から連絡を受ける体制は、次のとおりとする。 

（ア）庁舎Ｄ棟防災センターにおいて不具合等に係る連絡を一元的に受付けており、本役務に該当部分に

ついて庁舎Ｄ棟防災センターより連絡を受けた場合、施設管理担当者が別に示す取扱い要領に従い処

置を実施する。 
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（イ）前項（ア）～（カ）以外の設備等の不具合の連絡を受けた場合、速やかに総括管理責任者及び施設

管理担当者に報告する。 

（ウ）照明器具の点灯に係る連絡を受けた場合、施設管理担当者に報告するとともに、該当する建物の運

転・監視業務従事者に連絡する。 

（エ）防衛省市ヶ谷庁舎内拾得物に係る連絡を受けた場合、施設管理担当者が別に示す取扱い要領に従い

処置を実施する。受け取った拾得物については、防衛省から貸与される保管容器に適切に保管する。

また、拾得物のリストを作成し、翌日（翌日が土曜日、日曜日、祝日及び１２月２９日～１月３日の

場合はその翌日）に施設管理担当者へ提出する。 

（オ）上記に係る対応については、報告書を作成し、週に一度総括管理責任者へ提出する。 

（13）協力体制 

民間事業者は、施設管理担当者から指示があった場合、下記事項について、対応する（必要に応じ、対

応状況等を報告する）。 

ア 官公署の検査受検（消防署立入検査受検等）に伴う準備作業及び立会い 

イ 他が行う設備の試運転に伴う準備作業及び立会い 

ウ 防衛省市ヶ谷地区施設管理業務等で実施する役務の立会い 

エ 庁舎Ａ棟講堂内の自動収納椅子の設置・格納に係る機器操作 

オ 防衛省が実施する施設管理業務研修に伴う誘導及び概況説明 

（14）技能教育 

民間事業者は、業務従事者に対して情報保全、運転・監視、監視、点検、消火・防災訓練等、業務に必

要な教育を定期的に実施する。 
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４
１

５
 

 

３
 
機
械

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
冷

熱
源

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

チ
リ

ン
グ

ユ
ニ

ッ
ト

又
は
 

空
気

熱
源

ヒ
ー

ト
ポ

ン
プ

ユ
ニ

ッ
ト
 

台
 

２
 

 
 

 
 

 

 
能

力
等
 

－
 

4
5
K
W×

2 
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設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

庁
舎
Ａ
棟

 
庁

舎
Ｂ
棟

 
庁

舎
Ｃ
棟

 
庁

舎
Ｃ

３
棟
 

庁
舎

Ｄ
棟
 

備
 

 
 

考
 

イ
 
遠
心

冷
凍

機
 

台
 

 
２
 

４
 

４
 

 
 

 
能

力
等
 

－
 

 
4
5
0
RT
･
15

0
RT
 

6
0
0
(2
台

)
･
45
0
･

1
5
0
RT
 

5
2
5
RT
(
2台

)･

1
0
0
RT
(
2台

) 

 
 

ウ
 
吸
収

冷
凍

機
 

台
 

３
 

２
 

 
 

３
 

 

 
能

力
等
 

－
 

7
5
0
RT
 

4
5
0
RT
 

 
 

6
0
0
RT
 

エ
 
パ
ッ

ケ
ー

ジ
形

空
気

調
和

機
 

台
 

 
 

９
４
 

８
２

 
２

５
 

３
 

２
８
 

 

 
運

転
・

監
視

の
記

録
台

数
 

 
 

９
４
 

８
２

 
２

５
 

３
 

２
８
 

 
 
オ
 

冷
却

塔
 

基
 

６
 

６
 

８
 

４
 

３
 

 

 
能

力
等
 

－
 

開
放
型

72
0 

開
放
型

85
0×

3 

開
放
型

38
0×

1 

開
放
型

30
0×

2 

密
閉
型

39
0×

6 

密
閉
型

10
0×

2  

密
閉

型
39
0×

4  

開
放

型
11
1
0×

3  

 

（
２
）
空

気
調

和
等

関
連

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

熱
交

換
器

等
（

第
１

種
圧

力
容

器
）
 

基
 

６
 

２
 

５
 

４
 

４
 

 

 
貯

湯
槽
 

４
 

 
２

 
２

 
２
 

熱
交

換
器

・
ﾌ
ﾗ
ｯｼ
ｭ
ﾀﾝ
ｸ 

２
 

２
 

３
 

２
 

２
 

 
 
イ
 

熱
交

換
器
 

（
第

２
種

圧
力

容
器

又
は

小
型

圧
力

容
器

） 

基
 

３
 

 
６

 
５

 
６
 

 

 
 
ウ
 

ユ
ニ

ッ
ト

型
空

気
調

和
機
 

台
 

７
８
 

１
０
２

 
８

３
 

８
４
 

４
１
 

 

エ
 
ポ
ン

プ
 

台
 

３
４
 

２
６

 
３

１
 

１
９
 

１
６
 

 

 
空

調
用
 

２
６
 

２
３

 
２

５
 

１
９
 

１
５
 

真
空

給
水

ポ
ン

プ
 

８
 

３
 

６
 

－
 

１
 

オ
 
送
風

機
 

台
 

 
１
４

８
 

３
２

 
４

５
 

１
１

０
 

６
４
 

 

 
同

一
場

所
に

複
数

台
設

置
の

台
数
 

 
３

９
 

２
０

 
２

５
 

 
２

０
 

 
 
カ
 

全
熱

交
換

器
 

台
 

７
４
 

３
２

 
３

２
 

４
 

３
９
 

 

（
３
）
給

排
水

衛
生

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
陸
上

ポ
ン

プ
(消

火
、

加
圧

給
水

) 
台

 
８
 

１
 

１
０

 
８

 
４
 

 

 
 
イ
 

雨
水

(湧
水

)排
水

ポ
ン

プ
 

台
 

６
 

４
 

４
 

２
４

 
８
 

 

 
雨

水
用
 

６
 

 
 

６
 

４
 

湧
水

用
 

０
 

４
 

４
 

１
８

 
４
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設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

庁
舎
Ａ
棟

 
庁

舎
Ｂ
棟

 
庁

舎
Ｃ
棟

 
庁

舎
Ｃ

３
棟
 

庁
舎

Ｄ
棟
 

備
 

 
 

考
 

 
 
ウ
 

汚
水

排
水

ポ
ン

プ
 

台
 

６
 

１
０

 
８

 
１

８
 

８
 

 

 
汚

水
用
 

０
 

４
 

４
 

４
 

２
 

雑
排

水
用
 

６
 

６
 

４
 

１
４
 

６
 

 
 
エ
 

飲
料

用
水

槽
 

槽
 

３
 

１
 

２
 

１
 

３
 

 

 
 
オ
 

中
水

用
水

槽
 

槽
 

２
 

１
 

 
１

 
１
 

 

 
 
カ
 

雑
排

水
槽
 

槽
 

６
 

２
 

２
 

１
 

２
 

 

 
 
キ
 

汚
水

槽
 

槽
 

６
 

２
 

２
 

２
 

１
 

 

 
 
ク
 

水
質

の
維

持
 

 
 

 
 

 
 

 

（
ア
）
飲

料
水
 

箇
所
 

３
 

 
２

 
２

 
 

点
検

周
期

：
１

Ｄ
 

 
採

水
場

所
 

(
細
部

は
別

示
) 

－
 

庁
舎

A
棟
B
1階

 

庁
舎
A
棟
7
階
 

 
庁

舎
C
2棟

B
4階

 

庁
舎

C
2棟

8階
 

庁
舎

C
3棟

2階
 

屋
外

散
水

栓
 

 

 
 
（
イ

）
中

央
式

給
湯

設
備

に
よ

る
給

湯
水
 

箇
所
 

４
 

１
 

 
１

 
１
 

点
検

周
期

：
１

Ｗ
 

 
採

水
場

所
 

(
細
部

は
別

示
) 

－
 

庁
舎

A
棟
B
4階

 

庁
舎

A
棟
B
1階

 

庁
舎
A
棟
7
階
 

庁
舎

A
棟
1
8階

 

庁
舎
B
棟
B
4階

 
 

庁
舎

C
3棟

1階
 

庁
舎
D
棟

B
1階

  

 
 
（
ウ

）
雑

用
水
 

箇
所
 

３
 

 
１

 
１

 
 

 

 
採

水
場

所
 

(
細
部

は
別

示
) 

－
 

屋
外
散
水

栓
 

庁
舎

A
棟
B
1階

 

庁
舎
A
棟
7
階
 

 
庁

舎
C
2棟

8階
 

庁
舎

C
3棟

2階
   

 

４
 
監
視

制
御

設
備
 

 
 

 
 

 
 

 

（
１
）
中

央
監

視
制

御
設

備
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

監
視

制
御

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
（
ア

）
外

観
 

組
 

１
 

１
 

５
 

２
 

１
 

 

 
 
（
イ

）
装

置
機

器
等
 

組
 

１
 

１
 

５
 

２
 

１
 

 

 
 
イ
 

シ
ス

テ
ム

制
御

盤
 

組
 

２
 

４
 

２
 

１
 

１
 

 

 
 
ウ
 

電
源

装
置

（
Ｕ

Ｐ
Ｓ

装
置

に
限

る
）
 

組
 

 
 

 
１

 
 

 

 
 
エ
 

蓄
電

池
（

Ｕ
Ｐ

Ｓ
装

置
に

限
る

）
 

組
 

 
 

 
１

 
 

 

（
２
）
防

災
監

視
装

置
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

火
災

受
信

盤
 

組
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

 

 
 
イ
 

放
送

設
備
 

組
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
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設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

庁
舎
Ａ
棟

 
庁

舎
Ｂ
棟

 
庁

舎
Ｃ
棟

 
庁

舎
Ｃ

３
棟
 

庁
舎

Ｄ
棟
 

備
 

 
 

考
 

 
 
ウ
 

ト
イ

レ
警

報
設

備
 

組
 

１
 

 
 

 
１
 

 

５
 
管
制

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
地

下
駐

車
場

管
制

設
備
 

組
 

１
 

 
 

 
 

 

６
 
搬
送

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
エ

レ
ベ

ー
タ

ー
 

基
 

２
０
 

７
 

８
 

２
 

８
 

 

 
単

独
設

置
数
 

４
 

３
 

２
 

 
２
 

同
一

場
所

に
複

数
台

設
置

の
台

数
 

１
６
 

４
 

６
 

２
 

６
 

７
 
防
災
 

 
 

 
 

 
 

 

（
１
）
避

難
経

路
上

の
障

害
物

等
確

認
 

式
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

 

（
２
）
屋

内
消

火
栓
 

箇
所
 

１
７
７

 
５

９
 

６
０

 
５

２
 

６
０
 

 

（
３
）
建

物
周

辺
 

式
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ｂ
 
執
務

環
境

測
定
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
空
気

環
境

測
定
 

測
点
 

５
１
 

２
７

 
２

７
 

１
９
 

２
４
 

 

 
室

内
測

定
 

４
５
 

２
５

 
２

３
 

１
８
 

２
２
 

外
気

測
定
 

６
 

２
 

４
 

１
 

２
 

２
 
照
度

測
定

 
点

 
４

５
 

２
５

 
２

３
 

１
８
 

２
０
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ｃ
 
運
転

・
監

視
業

務
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
サ
ブ

監
視

設
備

（
運

転
・

監
視

）
 

組
 

１
 

１
 

２
 

１
 

１
 

 

２
 
防
災

監
視

設
備

（
監

視
）
 

 
 

 
 

 
 

 

 
ア
 
火

災
受

信
盤
 

組
 

１
 

２
 

２
 

１
 

１
 

 

 
イ
 
放

送
設

備
 

組
 

２
 

２
 

２
 

２
 

 
２
 

 

 
ウ
 
ト

イ
レ

警
報

設
備
 

組
 

１
 

 
 

 
１
 

 

 
エ
 
ガ

ス
漏

れ
警

報
設

備
 

組
 

１
 

 
 

 
１
 

 

 
オ
 
ユ

ニ
ッ

ト
冷

蔵
庫

警
報

設
備
 

組
 

１
 

 
 

 
 

 

３
 
管
制

設
備

（
運

転
・

監
視

）
 

組
 

１
 

 
 

 
 

 

４
 
搬
送

設
備

（
運

転
・

監
視

）
 

組
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

 

５
 
自
家

発
電

設
備

監
視

装
置
（

運
転
・
監

視
） 

組
 

 
 

１
 

１
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設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

庁
舎
Ａ
棟

 
庁

舎
Ｂ
棟

 
庁

舎
Ｃ
棟

 
庁

舎
Ｃ

３
棟
 

庁
舎

Ｄ
棟
 

備
 

 
 

考
 

Ｄ
 
鍵
管

理
業

務
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
鍵
管

理
・

鍵
管

理
シ

ス
テ

ム
（

監
視

）
 

式
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ｅ
 
そ
の

他
業

務
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
Ａ
Ｅ

Ｄ
日

常
点

検
 

台
 

１
 

１
 

 
 

１
 

 

２
 
省
エ

ネ
等

対
応
 

回
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

設
置

箇
所

及
び
 

設
置

日
時

は
別

示
 

 
掲

示
物

の
設

置
数

（
１

回
当

た
り

）
 

枚
 

１
２
０

 
３

０
 

５
４

 
８

 
４

８
 

３
 
消
耗

品
の

支
給

等
対

応
 

式
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

 

４
 
計
画

停
電

時
対

応
 

回
 

２
 

２
 

２
 

１
 

２
 

設
置

箇
所

及
び
 

設
置

日
時

は
別

示
 

 
掲

示
物

の
設

置
数

（
年

間
）
 

枚
 

２
３
４

 
７

８
 

１
３
８

 
６

 
１

２
４
 

  ※
特
記
事

項
 

※
１
：
講

堂
内

の
照

明
設

備
点

灯
状

態
確

認
箇
所

は
、
次

の
と
お

り
と
す

る
。

 

 
 
 

  
講

堂
１

階
：

講
堂

、
控

室
（

室
内

便
所

含
む
。

）
、
倉

庫
 

 
 
 

  
講

堂
２

階
：

前
室

１
、

音
響

調
整

室
、

映
写
室

、
調
光

室
、
調

光
機
械

室
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業
務
対
象
設
備
等
一
覧
表
（
２
）
 

設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

庁
舎
Ｅ
１

棟
 

庁
舎
Ｅ
２

棟
 

庁
舎
Ｆ
１

棟
 

庁
舎

Ｆ
２

棟
 

厚
生

棟
 

備
 

 
 

考
 

Ａ
 
日
常

及
び

定
期

点
検

・
保

守
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
建
築
 

 
 

 
 

 
 

 

（
１
）
陸

屋
根

 
㎡

 
３

，
０
２

４
 

１
，
２
９

６
 

１
，
７
２

４
 

１
，

５
２

８
 

３
，

０
６

０
 
 

（
２
）
ト

ッ
プ

ラ
イ

ト
 

箇
所
 

 
 

 
 

３
 

 

（
３
）
外

壁
 

㎡
 

７
，
２
４

２
 

３
，
１
４

６
 

１
１
，
０

７
７

 
７

，
６

３
４
 

２
，

６
２

１
 

 

（
４
）
屋

外
階

段
 

階
 

１
 

１
 

 
 

６
 

 

（
５
）
バ

ル
コ

ニ
ー
 

㎡
 

６
５
１

 
 

 
 

 
 

（
６
）
エ

キ
ス

パ
ン

ジ
ョ

イ
ン

ト
 

箇
所
 

１
 

１
 

 
 

 
 

２
 
電
気

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
電

灯
・

動
力

設
備
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
照
明

器
具

の
点

灯
状

態
 

㎡
 

６
，
１
７

６
 

１
，
４
１

５
 

２
，
４
２

８
 

１
，

７
７

１
 

５
，

０
４

７
 

廊
下

、
階

段
、
 

便
所

等
共

用
場

所
 

イ
 
照
明

器
具

の
ラ

ン
プ

交
換
 

㎡
 

６
，
１
７

６
 

１
，
４
１

５
 

２
，
４
２

８
 

１
，

７
７

１
 

５
，

０
４

７
 

廊
下

、
階

段
、
 

便
所

等
共

用
場

所
 

ウ
 
分
電

盤
 

面
 

１
２
４

 
３

７
 

３
７

 
３

４
 

２
１
 

 

エ
 
照
明

制
御

盤
 

面
 

１
 

 
 

 
 

 

オ
 
動
力

制
御

盤
 

面
 

５
０
 

８
 

２
３

 
８

 
３

７
 

 

（
２
）
受

変
電

設
備
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
特
高

盤
類
 

面
 

 
 

 
 

１
１
 

 

 
閉

鎖
形
 

 
 

 
 

１
１
 

イ
 
特
高

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

（
ア
）
変

圧
器
 

台
 

 
 

 
 

２
 

 

（
イ
）
交

流
遮

断
器
 

台
 

 
 

 
 

２
 

 

 
 
（
ウ

）
指

示
器

、
表

示
操

作
類
 

面
 

 
 

 
 

７
 

 

ウ
 
高
圧

、
低

圧
盤

類
 

面
 

２
１
 

１
０

 
１

３
 

１
３
 

１
２

７
 

 

 
閉

鎖
形
 

２
１
 

１
０

 
１

３
 

１
３
 

１
２

７
 

エ
 
高
圧

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

（
ア
）
変

圧
器
 

台
 

１
２
 

５
 

５
 

６
 

３
０
 

 

（
イ
）
交

流
遮

断
器
 

台
 

２
２
 

７
 

１
０

 
１

１
 

１
１

１
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設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

庁
舎
Ｅ
１

棟
 

庁
舎
Ｅ
２

棟
 

庁
舎
Ｆ
１

棟
 

庁
舎

Ｆ
２

棟
 

厚
生

棟
 

備
 

 
 

考
 

（
ウ
）
計

器
用

変
圧

器
・

変
流

器
 

組
 

３
８
 

２
０

 
４

 
２

 
１

３
８
 

 

 
 
（
エ

）
指

示
器

、
表

示
操

作
類
 

面
 

２
１
 

１
０

 
１

０
 

 
１

３
９
 

 

 
 
（
オ

）
高

圧
進

相
コ

ン
デ

ン
サ
 

台
 

 
 

 
 

１
６
 

 

（
３
）

 自
家

発
電

設
備
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

自
家

発
電

装
置
 

組
 

 
 

１
 

 
１
 

 

 
 
イ
 

配
電

盤
 

面
 

 
 

１
 

 
 

 

 
 
ウ
 

補
器

付
属

装
置
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
（
ア

）
 
燃

料
タ

ン
ク

等
 

台
 

 
 

１
 

 
１
 

 

 
 
（
イ

）
 
返

油
ポ

ン
プ
 

台
 

 
 

４
 

 
 

 

 
 
（
ウ

）
 
換

気
装

置
 

台
 

 
 

１
 

 
 

 

 
 
（
エ

）
 
排

気
管
 

組
 

 
 

１
 

 
 

 

 
 
（
オ

）
 
バ

ル
ブ
 

個
 

 
 

１
 

 
 

 

 
 
エ
 

試
運

転
 

台
 

 
 

１
 

 
２
 

 

（
４
）
直

流
電

源
設

備
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

整
流

装
置
 

組
 

１
 

１
 

１
 

１
 

２
 

 

 
 
イ
 

蓄
電

池
 

組
 

１
 

１
 

１
 

１
 

２
 

 

（
５
）

 交
流

無
停

電
電

源
設

備
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

整
流

装
置

、
イ

ン
バ

ー
タ

ー
装

置
 

組
 

 
 

 
 

１
 

 

 
並

列
運

転
台

数
 

 
 

 
 

１
 

 
 
イ
 

蓄
電

池
 

面
 

 
 

 
 

１
 

 

 
 
ウ
 

小
型

無
停

電
電

源
装

置
（

Ｕ
Ｐ

Ｓ
）
 

組
 

１
１
 

１
 

 
 

１
 

 

（
６
）
雷

保
護

設
備
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

突
針

・
支

持
管
 

基
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

 

 
 
イ
 

棟
上

げ
導

体
 

ｍ
 

２
９
７

 
１

９
６

 
５

１
５

 
２

０
５
 

４
３

２
 

 

３
 
機
械

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
冷

熱
源

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

チ
リ

ン
グ

ユ
ニ

ッ
ト

又
は
 

空
気

熱
源

ヒ
ー

ト
ポ

ン
プ

ユ
ニ

ッ
ト
 

台
 

２
 

 
３

 
１

 
 

 

 
能

力
等
 

－
 

5
5
R
T
×
1 

1
7
R
T
×
1 

 
9
9
.
1K

W×
8 

8
9
K
W×

5 

8
4
.
6K

W×
5 

8
5
K
W×

3 
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設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

庁
舎
Ｅ
１

棟
 

庁
舎
Ｅ
２

棟
 

庁
舎
Ｆ
１

棟
 

庁
舎

Ｆ
２

棟
 

厚
生

棟
 

備
 

 
 

考
 

イ
 
パ
ッ

ケ
ー

ジ
形

空
気

調
和

機
 

台
 

１
４
 

１
０

 
６

 
１

８
 

７
５
 

 

 
運

転
・

監
視

の
記

録
台

数
 

１
４
 

１
０

 
６

 
１

８
 

７
５
 

 
 
ウ
 

冷
却

塔
 

基
 

 
 

 
 

２
 

 

 
能

力
等
 

－
 

 
 

 
 

開
放

型
80
×

2 

（
ｺｼ

ﾞｪ
ﾈ設

備
用
）

 

 

（
２
）
空

気
調

和
等

関
連

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

熱
交

換
器

等
（

第
１

種
圧

力
容

器
）
 

基
 

１
 

１
 

 
 

４
 

 

 
貯

湯
槽
 

１
 

１
 

 
 

４
 

 
 
イ
 

熱
交

換
器
 

（
第

２
種

圧
力

容
器

又
は

小
型

圧
力

容
器

） 

基
 

３
 

２
 

３
 

１
 

２
 

 

 
 
ウ
 

ユ
ニ

ッ
ト

型
空

気
調

和
機
 

台
 

４
８
 

１
０

 
１

５
 

８
 

５
 

 

エ
 
フ
ァ

ン
コ

イ
ル

ユ
ニ

ッ
ト
 

 
 

 
 

 
 

 

オ
 
ポ
ン

プ
 

台
 

３
 

５
 

４
 

 
７
 

 

 
空

調
用
 

２
 

４
 

４
 

 
６
 

真
空

給
水

ポ
ン

プ
 

１
 

１
 

 
 

１
 

カ
 
送
風

機
 

台
 

８
５
 

３
 

６
 

３
 

１
１

５
 

 

 
同

一
場

所
に

複
数

台
設

置
の

台
数
 

 
１

８
 

 
 

 
２

９
 

 
 
キ
 

フ
ィ

ル
タ

ー
ユ

ニ
ッ

ト
 

台
 

 
 

１
 

１
 

 
 

 
 
ク
 

全
熱

交
換

器
 

台
 

３
８
 

１
０

 
１

５
 

８
 

５
 

 

 
 
ケ
 

オ
イ

ル
タ

ン
ク
 

基
 

 
 

 
 

１
 

 

（
３
）
給

排
水

衛
生

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
陸
上

ポ
ン

プ
(消

火
、

加
圧

給
水

) 
台

 
６
 

２
 

１
 

１
 

４
 

 

 
 
イ
 

雨
水

(湧
水

)排
水

ポ
ン

プ
 

台
 

 
２
 

６
 

２
 

１
４
 

 

 
雨

水
用
 

 
 

２
 

 
８
 

湧
水

用
 

 
２
 

４
 

２
 

６
 

 
 
ウ
 

汚
水

排
水

ポ
ン

プ
 

台
 

８
 

 
９

 
２

 
４
 

 

 
汚

水
用
 

２
 

 
２

 
 

２
 

雑
排

水
用
 

６
 

 
７

 
２

 
２
 

 
 
エ
 

飲
料

用
水

槽
 

槽
 

 
 

１
 

１
 

３
 

 

 
 
オ
 

中
水

用
水

槽
 

槽
 

 
 

 
 

１
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設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

庁
舎
Ｅ
１

棟
 

庁
舎
Ｅ
２

棟
 

庁
舎
Ｆ
１

棟
 

庁
舎

Ｆ
２

棟
 

厚
生

棟
 

備
 

 
 

考
 

 
 
カ
 

雑
排

水
槽
 

槽
 

３
 

 
１

 
１

 
１
 

 

 
 
キ
 

汚
水

槽
 

槽
 

１
 

 
１

 
 

１
 

 

 
 
ク
 

水
質

の
維

持
 

 
 

 
 

 
 

 

（
ア
）
飲

料
水
 

箇
所
 

 
 

１
 

１
 

１
 

点
検

周
期

：
１

Ｄ
 

 
採

水
場

所
(細

部
は

別
示
) 

－
 

 
 

庁
舎

F
1棟

7階
 

庁
舎

F
2棟

5階
 

厚
生

棟
B2

階
 

 
 
（
イ

）
中

央
式

給
湯

設
備

に
よ

る
給

湯
水
 

箇
所
 

１
 

１
 

 
 

２
 

点
検

周
期

：
１

Ｗ
 

 
採

水
場

所
(細

部
は

別
示
) 

－
 

庁
舎

E
1棟

B
1階

 
庁

舎
E
2棟

B
1階

 
 

 
厚

生
棟

1階
 

 
 
（
ウ

）
雑

用
水
 

箇
所
 

 
１
 

 
 

１
 

点
検

周
期

：
１

Ｗ
 

 
 

採
水

場
所

(細
部

は
別

示
) 

－
 

 
庁

舎
E
2棟

5階
 

 
 

東
側

駐
車

場
 

 
 
ケ
 

ガ
ス

湯
沸

器
 

台
 

 
 

 
１

 
 

 

４
 
監
視

制
御

設
備
 

 
 

 
 

 
 

 

（
１
）
中

央
監

視
制

御
設

備
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

監
視

制
御

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
（
ア

）
外

観
 

組
 

２
 

 
 

２
 

５
 

 

 
 
（
イ

）
装

置
機

器
等
 

組
 

２
 

 
 

２
 

５
 

 

 
 
イ
 

シ
ス

テ
ム

制
御

盤
 

組
 

１
 

１
 

１
 

２
 

１
 

 

 
 
ウ
 

電
源

装
置

（
Ｕ

Ｐ
Ｓ

装
置

に
限

る
）
 

組
 

 
１
 

１
 

１
 

 
 

 
 
エ
 

蓄
電

池
（

Ｕ
Ｐ

Ｓ
装

置
に

限
る

）
 

組
 

 
１
 

１
 

１
 

 
 

（
２
）
防

災
監

視
装

置
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

火
災

受
信

盤
 

組
 

Ｄ
棟
に
含

む
 

１
 

１
 

１
 

１
 

 

 
 
イ
 

放
送

設
備
 

組
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

 

 
 
ウ
 

ト
イ

レ
警

報
設

備
 

組
 

１
 

 
２

 
２

 
１
 

 

５
 
搬
送

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
エ

レ
ベ

ー
タ

ー
 

基
 

７
 

１
 

３
 

３
 

１
 

 

 
同

一
場

所
に

複
数

台
設

置
の

台
数
 

４
 

 
２

 
 

 

６
 
防
災
 

 
 

 
 

 
 

 

（
１
）
避

難
経

路
上

の
障

害
物

等
確

認
 

式
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

 

（
２
）
屋

内
消

火
栓
 

箇
所
 

６
０
 

１
２

 
１

９
 

１
４
 

２
２
 

 

（
３
）
建

物
周

辺
 

式
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
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設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

庁
舎
Ｅ
１

棟
 

庁
舎
Ｅ
２

棟
 

庁
舎
Ｆ
１

棟
 

庁
舎

Ｆ
２

棟
 

厚
生

棟
 

備
 

 
 

考
 

Ｂ
 
執
務

環
境

測
定
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
空
気

環
境

測
定
 

測
点
 

２
３
 

１
２

 
１

５
 

１
１
 

８
 

 

 
室

内
測

定
 

２
１
 

１
０

 
１

３
 

９
 

６
 

外
気

測
定
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 
照
度

測
定

 
点

 
２

１
 

１
０

 
１

３
 

９
 

６
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ｃ
 
運
転

・
監

視
業

務
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
サ
ブ

監
視

設
備

（
運

転
・

監
視

）
 

組
 

 
 

 
２

 
 

 

２
 
防
災

監
視

設
備

（
監

視
）
 

 
 

 
 

 
 

 

 
ア
 
火

災
受

信
盤
 

組
 

 
 

 
１

 
１
 

 

 
イ
 
放

送
設

備
 

組
 

 
 

 
１

 
１
 

 

 
ウ
 
ト

イ
レ

警
報

設
備
 

組
 

 
 

 
１

 
１
 

 

 
エ
 
ガ

ス
漏

れ
警

報
設

備
 

組
 

 
 

 
 

１
 

 

 
オ
 
ユ

ニ
ッ

ト
冷

蔵
庫

警
報

設
備
 

組
 

 
 

 
 

１
 

 

３
 
搬
送

設
備

（
運

転
・

監
視

）
 

組
 

（
D棟

集
約
）

１
 

（
D棟

集
約
）

１
 

 
 

 
 

４
 
自
家

発
電

設
備

（
運

転
・

監
視

）
 

組
 

 
 

１
 

 
 

 

５
 
中
央

監
視

設
備

（
運

転
・

監
視

）
 

組
 

 
 

 
 

１
 

 

６
 
ボ
イ

ラ
ー

監
視

設
備

（
運

転
・

監
視

）
 

組
 

 
 

 
 

１
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ｄ
 
鍵
管

理
業

務
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
鍵
管

理
・

鍵
管

理
シ

ス
テ

ム
（

監
視

）
 

式
 

 
 

 
１

 
１
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ｅ
 
そ
の

他
業

務
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
Ａ
Ｅ

Ｄ
日

常
点

検
 

台
 

 
 

 
１

 
 

 

２
 
省
エ

ネ
等

対
応
 

回
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

設
置

箇
所

及
び
 

設
置

日
時

は
別

示
 

 
掲

示
物

の
設

置
数

（
１

回
当

た
り

）
 

枚
 

２
６
 

８
 

２
１

 
１

７
 

６
 

３
 
消
耗

品
の

支
給

等
対

応
 

式
 

 
 

 
１

 
１
 

 

４
 
計
画

停
電

時
対

応
 

回
 

２
 

２
 

２
 

２
 

 
設

置
箇

所
及

び
 

設
置

日
時

は
別

示
 

 
掲

示
物

の
設

置
数

（
年

間
）
 

枚
 

８
５
 

１
２

 
１

８
 

１
４
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業
務
対
象
設
備
等
一
覧
表
（
３
）
 

設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

隊
舎
棟
・
食
厨
棟

 
記

念
館

 
１

５
号
館

 
６

７
号

倉
庫
 

６
８

号
倉

庫
 

備
 

 
 

考
 

Ａ
 
日
常

及
び

定
期

点
検

・
保

守
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
建
築
 

 
 

 
 

 
 

 

（
１
）
陸

屋
根

 
㎡

 
 

１
８
２

 
１

，
５
９

７
 

 
１

，
１

０
０
 
 

（
２
）
ト

ッ
プ

ラ
イ

ト
 

箇
所
 

 
 

 
 

２
 

 

（
３
）
外

壁
 

㎡
 

 
１

，
５
６

９
 

２
，
０
１

８
 

２
，

６
２

３
 

３
，

７
２

１
 

 

（
４
）
屋

外
階

段
 

階
 

 
 

１
 

１
 

１
 

 

（
５
）
バ

ル
コ

ニ
ー
 

㎡
 

 
５

２
 

 
 

 
 

（
６
）
エ

キ
ス

パ
ン

ジ
ョ

イ
ン

ト
 

箇
所
 

 
 

４
 

 
 

 

２
 
電
気

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
電

灯
・

動
力

設
備
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
照
明

器
具

の
点

灯
状

態
 

㎡
 

 
１

，
３

５
５

 
１

，
１
２

５
 

 
５

６
１
 

廊
下

、
階

段
、
 

便
所

等
共

用
場

所
 

イ
 
照
明

器
具

の
ラ

ン
プ

交
換
 

㎡
 

 
１

，
３

５
５

 
１

，
１
２

５
 

 
５

６
１
 

廊
下

、
階

段
、
 

便
所

等
共

用
場

所
 

ウ
 
分
電

盤
 

面
 

４
２
 

３
 

９
 

６
 

１
４
 

 

エ
 
照
明

制
御

盤
 

面
 

 
 

 
 

 
 

オ
 
動
力

制
御

盤
 

面
 

１
５
 

１
 

１
 

８
 

９
 

 

（
２
）
受

変
電

設
備
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
高
圧

、
低

圧
盤

類
 

面
 

１
５
 

５
 

 
１

 
３
 

 

 
閉

鎖
形
 

１
５
 

５
 

 
 

 

イ
 
高
圧

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

（
ア
）
変

圧
器
 

台
 

７
 

２
 

 
 

 
 

（
イ
）
交

流
遮

断
器
 

台
 

１
８
 

３
 

 
 

 
 

（
ウ
）
計

器
用

変
圧

器
・

変
流

器
 

組
 

５
０
 

４
 

 
 

 
 

 
 
（
エ

）
指

示
器

、
表

示
操

作
類
 

面
 

１
５
 

５
 

 
 

 
 

（
３
）
直

流
電

源
設

備
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

整
流

装
置
 

組
 

１
 

 
 

 
 

 

 
 
イ
 

蓄
電

池
 

組
 

１
 

 
 

 
 

 

（
４
）
雷

保
護

設
備
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設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

隊
舎
棟
・
食
厨
棟

 
記

念
館

 
１

５
号
館

 
６

７
号

倉
庫
 

６
８

号
倉

庫
 

備
 

 
 

考
 

 
 
ア
 

突
針

・
支

持
管
 

基
 

３
 

 
 

 
 

 

 
 
イ
 

棟
上

げ
導

体
 

ｍ
 

２
２
１

 
 

 
 

 
 

３
 
機
械

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
冷

熱
源

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
吸
収

冷
凍

機
 

台
 

２
 

 
 

 
 

 

 
能

力
等
 

－
 

2
0
0
RT
１
台
 

2
7
0
RT
１
台
 

 
 

 
 

イ
 
パ
ッ

ケ
ー

ジ
形

空
気

調
和

機
 

台
 

５
 

６
 

 
３

 
１

１
 

細
部

場
所

は
別

示
 

 
運

転
・

監
視

の
記

録
台

数
 

５
 

６
 

 
３

 
１

１
 

 
 
ウ
 

冷
却

塔
 

基
 

２
 

 
 

 
 

 

 
能

力
等
 

－
 

4
9
0
RT
１
台
 

3
7
0
RT
１
台
 

 
 

 
 

 

（
２
）
空

気
調

和
等

関
連

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

熱
交

換
器

（
第

１
種

圧
力

容
器

）
 

基
 

９
 

 
 

 
 

 

 
貯

湯
槽
 

７
 

 
 

 
 

熱
交

換
器

※
２
 

２
 

 
 

 
 

 
 
イ
 

熱
交

換
器
 

（
第

２
種

圧
力

容
器

又
は

小
型

圧
力

容
器

） 

基
 

５
 

 
 

 
 

 

 
 
ウ
 

ユ
ニ

ッ
ト

型
空

気
調

和
機
 

台
 

８
 

 
 

 
 

 

エ
 
ポ
ン

プ
 

台
 

１
５
 

 
 

 
 

 

 
空

調
用
 

１
２
 

 
 

 
 

真
空

給
水

ポ
ン

プ
 

３
 

 
 

 
 

オ
 
送
風

機
 

台
 

４
７
 

１
０

 
 

１
０
 

３
 

 

 
同

一
場

所
に

複
数

台
設

置
の

台
数
 

 
 

 
 

 
 

 
 
カ
 

全
熱

交
換

器
 

台
 

 
１
 

 
 

 
 

（
３
）
給

排
水

衛
生

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
陸
上

ポ
ン

プ
(消

火
、

加
圧

給
水

) 
台

 
１

４
 

 
 

２
 

１
 

 

 
 
イ
 

雨
水

(湧
水

)排
水

ポ
ン

プ
 

台
 

２
 

 
 

 
４
 

 

 
雨

水
用
 

 
 

 
 

２
 

湧
水

用
 

２
 

 
 

 
２
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設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

隊
舎
棟
・
食
厨
棟

 
記

念
館

 
１

５
号
館

 
６

７
号

倉
庫
 

６
８

号
倉

庫
 

備
 

 
 

考
 

 
 
ウ
 

汚
水

排
水

ポ
ン

プ
 

台
 

５
 

 
 

２
 

２
 

 

 
汚

水
用
 

 
 

 
 

２
 

雑
排

水
用
 

５
 

 
 

２
 

 

 
 
エ
 

飲
料

用
水

槽
 

槽
 

２
 

 
 

 
１
 

 

 
 
オ
 

中
水

用
水

槽
 

槽
 

１
 

 
 

 
 

 

 
 
カ
 

汚
水

槽
 

槽
 

 
 

 
 

１
 

 

 
 
キ
 

水
質

の
維

持
 

 
 

 
 

 
 

 

（
ア
）
飲

料
水
 

箇
所
 

１
 

１
 

 
 

１
 

点
検

周
期

：
１

Ｄ
 

 
 

採
水

場
所

(細
部

は
別

示
) 

－
 

隊
舎
B
棟
1
階
 

記
念
館

1階
 

 
 

6
8
号
3
階
 

 
 
（
イ

）
中

央
式

給
湯

設
備

に
よ

る
給

湯
水
 

箇
所
 

４
 

 
 

 
 

点
検

周
期

：
１

Ｗ
 

 
採

水
場

所
 

(
細
部

は
別

示
) 

－
 

隊
舎
A
棟
1
階
 

隊
舎
B
棟
1
階
 

食
厨
棟

2階
 

食
厨
棟

1階
 

 
 

 
 

 
 
（
ウ

）
雑

用
水
 

箇
所
 

１
 

 
 

 
 

点
検

周
期

：
１

Ｗ
 

 
 

採
水

場
所

(細
部

は
別

示
) 

－
 

隊
舎
A
棟
5
階
 

 
 

 
 

 
 
ケ
 

ガ
ス

湯
沸

器
 

台
 

 
 

 
 

２
 

 

４
 
監
視

制
御

設
備
 

 
 

 
 

 
 

 

（
１
）
防

災
監

視
装

置
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

火
災

受
信

盤
 

組
 

２
 

１
 

１
 

１
 

１
 

 

 
 
イ
 

放
送

設
備
 

組
 

１
 

 
 

 
 

 

（
２
）
警

報
監

視
装

置
 

組
 

 
 

 
１

 
１
 

 

５
 
搬
送

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
エ

レ
ベ

ー
タ

ー
 

基
 

４
 

１
 

１
 

１
 

１
 

 

 
単

独
設

置
数
 

 
１
 

１
 

１
 

１
 

同
一

場
所

に
複

数
台

設
置

の
台

数
 

４
 

 
 

 
 

６
 
防
災
 

 
 

 
 

 
 

 

（
１
）
避

難
経

路
上

の
障

害
物

等
確

認
 

式
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

 

（
２
）
屋

内
消

火
栓
 

箇
所
 

４
６
 

 
９

 
５

 
８
 

 

（
３
）
建

物
周

辺
 

式
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
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設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

隊
舎
棟
・
食
厨
棟

 
記

念
館

 
１

５
号
館

 
６

７
号

倉
庫
 

６
８

号
倉

庫
 

備
 

 
 

考
 

Ｂ
 
執
務

環
境

測
定
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
空
気

環
境

測
定
 

測
点
 

 
 

 
 

５
 

 

 
室

内
測

定
 

 
 

 
 

３
 

外
気

測
定
 

 
 

 
 

２
 

２
 
照
度

測
定

 
点

 
 

 
 

 
３
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ｃ
 
そ
の

他
業

務
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
Ａ
Ｅ

Ｄ
日

常
点

検
 

台
 

 
 

 
 

 
 

２
 
省
エ

ネ
等

対
応
 

回
 

 
 

 
４

 
４
 

設
置

箇
所

及
び
 

設
置

日
時

は
別

示
 

 
掲

示
物

の
設

置
箇

所
 

箇
所
 

 
 

 
４

 
６
 

３
 
消
耗

品
の

支
給

等
対

応
 

式
 

 
 

 
 

 
 

４
 
計
画

停
電

時
対

応
 

回
 

 
 

 
２

 
２
 

設
置

箇
所

及
び
 

設
置

日
時

は
別

示
 

 
掲

示
物

の
設

置
箇

所
 

箇
所
 

 
 

 
２

 
３
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業
務
対
象
設
備
等
一
覧
表
（
４
）
 

設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

正
門
警
衛

所
 

薬
王

寺
門

警
衛

所
 

左
内
門
警

衛
所

 
加

賀
門

警
衛

所
 

ガ
バ

ナ
室
 

備
 

 
 

考
 

Ａ
 
日
常

及
び

定
期

点
検

・
保

守
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
電
気

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
電

灯
・

動
力

設
備
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
照
明

器
具

の
点

灯
状

態
 

㎡
 

１
７
５

 
８

１
 

２
８

 
５

８
 

 
 

イ
 
照
明

器
具

の
ラ

ン
プ

交
換
 

㎡
 

１
７
５

 
８

１
 

２
８

 
５

８
 

 
 

２
 
機
械

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
冷

熱
源

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
パ
ッ

ケ
ー

ジ
形

空
気

調
和

機
 

台
 

４
 

２
 

１
 

４
 

 
 

（
２
）
給

排
水

衛
生

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

雨
水

(湧
水

)排
水

ポ
ン

プ
 

台
 

２
 

 
 

 
 

 

 
湧

水
用
 

２
 

 
 

 
 

 
 
イ
 

水
質

の
維

持
 

 
 

 
 

 
 

 

（
ア
）
 
飲

料
水
 

箇
所
 

１
 

 
 

 
 

点
検

周
期

：
１

Ｄ
 

 
採

水
場

所
(細

部
は

別
示
) 

 
正

門
警
衛

所
 

 
 

 
 

３
 
防
災
 

 
 

 
 

 
 

 

（
１
）
建

物
周

辺
 

式
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
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業
務
対
象
設
備
等
一
覧
表
（
５
）
 

設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

特
高
開
閉

所
 

ポ
ン
プ
室

 
燃

料
施
設

 

(
厚
生

棟
南
側

) 

燃
料

施
設
 

(庁
舎

C1
棟

南
側

) 

燃
料

施
設
 

(庁
舎

C2
棟

南
側

) 

備
 

 
 

考
 

Ａ
 
日
常

及
び

定
期

点
検

・
保

守
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
電
気

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
電

灯
・

動
力

設
備
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
照
明

器
具

の
点

灯
状

態
 

㎡
 

 
 

８
 

１
０

３
 

１
６

２
 

便
所

等
共

用
場

所
 

イ
 
照
明

器
具

の
ラ

ン
プ

交
換
 

㎡
 

 
 

８
 

１
０

３
 

１
６

２
 

便
所

等
共

用
場

所
 

ウ
 
動
力

制
御

盤
 

面
 

 
２
 

２
 

２
 

４
 

 

（
２
）
受

変
電

設
備
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
特
高

機
器
 

 
１

３
 

 
 

 
 

 

（
ア
）
交

流
遮

断
器
 

台
 

４
 

 
 

 
 

 

 
 
（
イ

）
指

示
器

、
表

示
操

作
類
 

面
 

９
 

 
 

 
 

 

（
３
）
直

流
電

源
設

備
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 

整
流

装
置
 

組
 

１
 

 
 

 
 

 

 
 
イ
 

蓄
電

池
 

組
 

１
 

 
 

 
 

 

２
 
機
械

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
空

気
調

和
等

関
連

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
ポ
ン

プ
 

台
 

 
 

２
 

４
 

２
 

 

 
オ

イ
ル

ポ
ン

プ
 

 
 

２
 

４
 

２
 

イ
 
送
風

機
 

台
 

 
 

 
１

 
１
 

 

 
単

独
設

置
数
 

 
 

 
１

 
１
 

（
２
）
給

排
水

衛
生

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
陸
上

ポ
ン

プ
(消

火
、

加
圧

給
水

) 
台

 
 

６
 

 
 

 
 

 
 
イ
 

雨
水

(湧
水

)排
水

ポ
ン

プ
 

台
 

 
 

 
 

１
 

 

 
雨

水
用
 

 
 

 
 

１
 

３
 
防
災
 

 
 

 
 

 
 

 

（
１
）
建

物
周

辺
 

式
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
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業
務
対
象
設
備
等
一
覧
表
（
６
）
 

設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

共
同
溝

 
メ

モ
リ

ア
ル

ゾ
ー

ン
 

屋
外
便
所

 
構
内
配

電
線
路
・
外

灯
 

給
油
所

 
備

 
 

 
考

 

Ａ
 
日
常

及
び

定
期

点
検

・
保

守
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
電
気

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
電

灯
・

動
力

設
備
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
照
明

器
具

の
点

灯
状

態
 

㎡
 

２
，
０
７

２
 

 
１

９
 

 
 

便
所

等
共

用
場

所
 

イ
 
照
明

器
具

の
ラ

ン
プ

交
換
 

㎡
 

２
，
０
７

２
 

 
１

９
 

 
 

便
所

等
共

用
場

所
 

ウ
 
分
電

盤
 

面
 

 
３
 

 
 

 
 

（
２
）
受

変
電

設
備
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
高
圧

、
低

圧
盤

類
 

面
 

 
 

 
２

８
 

 
 

 
閉

鎖
形

 
 

 
 

２
８

 
 

イ
 
高
圧

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

（
ア
）
変

圧
器
 

台
 

 
 

 
１

６
 

 
 

（
イ
）
交

流
遮

断
器
 

台
 

 
 

 
１

４
 

 
 

（
ウ
）
計

器
用

変
圧

器
・

変
流

器
 

組
 

 
 

 
１

１
 

 
 

（
３
）
外

灯
 

基
 

 
 

 
４

１
１
 

 
 

（
４
）
構

内
配

電
線

路
・

構
内

通
信

線
路
 

箇
所
 

 
 

 
２

８
０
 

 
 

２
 
機
械

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
冷

熱
源

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
パ
ッ

ケ
ー

ジ
形

空
気

調
和

機
 

台
 

 
 

 
 

１
 

 

（
２
）
空

気
調

和
等

関
連

機
器
 

 
 

 
 

 
 

 

ア
 
オ
イ

ル
タ

ン
ク
 

基
 

 
 

 
 

４
 

 

 
ガ

ソ
リ

ン
 

２
０

Ｋ
Ｌ
 

 
 

 
 

２
 

 

ガ
ソ

リ
ン

 
１

０
Ｋ

Ｌ
 

 
 

 
 

１
 

 

軽
油

 
 

 
１

５
Ｋ

Ｌ
 

 
 

 
 

１
 

 

 
 
イ
 

計
量

器
 

基
 

 
 

 
 

２
 

 

３
 
防
災
 

 
 

 
 

 
 

 

（
１
）
屋

内
消

火
栓
 

箇
所
 

９
 

 
 

 
 

 

（
２
）
建

物
周

辺
 

式
 

１
 

 
１

 
 

１
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業
務
対
象
設
備
等
一
覧
表
（
７
）
 

設
 

 
備

 
 
機

 
 
器
 

単
位
 

屋
 

外
 

 
 

 
 

備
 

 
 

考
 

Ａ
 
日
常

及
び

定
期

点
検

・
保

守
 

 
 

 
 

 
 

 

１
 
搬
送

設
備

 
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
エ

ス
カ

レ
ー

タ
ー
 

基
 

２
 

 
 

 
 

 

 
単

独
設

置
数
 

 
 

 
 

 
 

同
一

場
所

に
複

数
台

設
置

の
台

数
 

２
 

 
 

 
 

 

２
 
防
災
 

 
 

 
 

 
 

 

（
１
）
屋

外
消

火
栓
 

箇
所
 

４
８
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Ⅱ
．
運
転
・
監
視
及
び
日
常
点
検
業
務
（
そ
の
１
）

Ⅴ
．
警
備
・
受
付
業
務

Ⅳ
．
清
掃
・
植
栽
管
理
・
廃
棄
物
監
理
・
環
境
保
全
業
務

Ⅰ
．
統
括
管
理
・
各
設
備
点
検
保
守
業
務

防
衛
省
市
ヶ
谷
地
区
施
設
管
理
業
務
全
体
構
成
図

参 考

（ 支 出 負 担 行 為 担 当 官 補 助 者 ）

施 設 管 理 担 当 官
●
環
境
保
全
業
務

業
務
責
任
者
～
業
務
従
事
者

●
廃
棄
物
監
理
等
業
務

業
務
責
任
者
～
業
務
従
事
者

●
植
栽
管
理
業
務

業
務
責
任
者
～
業
務
従
事
者

●
清
掃
業
務

業
務
責
任
者
～
業
務
従
事
者

●
受
付
業
務

業
務
責
任
者
～
業
務
従
事
者

●
警
備
業
務

業
務
責
任
者
～
業
務
従
事
者

●
統
括
管
理
業
務
(Ⅰ
～
Ⅴ
の
５
業
務
全
て
を
統
括
管
理
す
る
)

統
括
管
理
責
任
者
（
1
名
）
・
副
統
括
管
理
責
任
者
（
3
名
)
（
統
括
管
理
責
任
者
等
）

●
監
視
制
御
設
備
点
検
保
守
業
務

業
務
責
任
者
（
計
装
機
器
点
検
）

～
業
務
従
事
者

●
機
械
設
備
点
検
保
守
業
務

業
務
責
任
者
（
ボ
イ
ラ
点
検
）

～
業
務
従
事
者

業
務
責
任
者
（
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
点
検
）

～
業
務
従
事
者

・
・
・

●
電
気
設
備
点
検
保
守
業
務

業
務
責
任
者
（
受
変
電
設
備
点
検
）

～
業
務
従
事
者

業
務
責
任
者
（
照
明
器
具
点
検
）

～
業
務
従
事
者

・
・
・

●
建
築
設
備
点
検
保
守
業
務

業
務
責
任
者
（
自
動
ド
ア
点
検
）

～
業
務
従
事
者

業
務
責
任
者
（
駐
車
場
設
備
点
検
）

～
業
務
従
事
者

・
・
・

総
括
業
務
責
任
者
（
契
約
し
て
い
る
業
務
を
総
括
す
る
）

Ⅲ
．
運
転
・
監
視
及
び
日
常
点
検
業
務
（
そ
の
２
）

●
運
転
・
監
視
及
び
日
常
点
検
業
務
（
そ
の
１
）

業
務
責
任
者
～
業
務
従
事
者

：
指
示
・
調
整

：
報
告
・
調
整

：
契
約
関
係

凡
例

支 出 負 担 行 為 担 当 官 防
衛
省

民
間
事
業
者
（
一
企
業
又
は
入
札
参
加
グ
ル
ー
プ
）

総
括
業
務
責
任
者
（
契
約
し
て
い
る
業
務
を
総
括
す
る
）

総
括
業
務
責
任
者
（
契
約
し
て
い
る
業
務
を
総
括
す
る
）

総
括
業
務
責
任
者
（
契
約
し
て
い
る
業
務
を
総
括
す
る
）

●
運
転
・
監
視
及
び
日
常
点
検
業
務
（
そ
の
２
）

業
務
責
任
者
～
業
務
従
事
者

総
括
業
務
責
任
者
（
契
約
し
て
い
る
業
務
を
総
括
す
る
）

総
括
業
務
責
任
者
の
業
務
範
囲
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